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サービスご利用の流れ
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本サービスご利用
希望の旨をご連絡
ください。

自社のホームページへの誘導ができ、
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お送りします。

宣伝効果メリット
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年間申込時には月々SGD165（GST別）
と非常に安価（B12P11利用時）
※1月当たりSGD180（GST別）で
　1か月単位での利用も可

費用対効果メリット
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SEOの効果メリット
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ダイレクトに情報発信しませんか？

WEBバナー広告

大募集　

バナーの規格：PNG・GIF　サイズ：360 x 116px

会員の皆様の事業・商品PR情報を掲載！

B12P11とは？
（Buy 12 months & Pay 11 months）

年間契約で1か月分無料！

お得な
特典

B12
P11
キャンペーン
実施中

自社の検索ランキングを
上位にあげることができます

JCCIのホームページは、月あたり約20,000ビュー！

広告掲載エリア

JCCI事務局（担当：リンゴ）
お気軽にお問い合わせください。

info@jcci.org.sg本件担当 E-mail
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　新型コロナウイルスの感染拡大は日常生活から世
界経済まで多大な影響を与えているが、メディア産
業も例外ではない。世界のメディア市場では「紙

（新聞や雑誌など紙媒体）」から「デジタル」への移
行が止まらない流れになっていたが、コロナ禍によ
る経済の停滞や働き方の変化がいわゆる「紙離れ」
を加速させ、新聞社など伝統的なメディア企業には
逆風が吹く。スマートフォンが日常生活の隅々まで
浸透し、ソーシャルメディアの利用度が高い東南ア
ジアの国々もその変化に直面している、シンガポー
ルでも今年5月、有力英字紙「ストレイツ・タイム
ズ」などを発行するシンガポール・プレス・ホール
ディングス（SPH）が新聞・出版などメディア事業
を切り離し、最終的には非営利団体に譲渡すると発
表し大きな話題を呼んだ。伝統メディアが業態転換
に動く一方で、オンラインの強みを生かした新興メ
ディアも勃興している。東南アジアを中心とした最
近のメディア事情を紹介する。

紙離れがコロナで加速

　9月10日、SPHはオンライン中継で臨時株主総会
を開き、メディア事業の分離が決議された。97.5%
の株主が賛同したという。メディア事業と関連資産
は新設する子会社にいったん移管されるが、最終的
には政府も資金支援する非営利の「SPHメディア
トラスト」が新聞事業を担当することになる。残る
SPHは上場を維持し不動産事業や通信事業の会社
になる。不動産事業には英国の学生向け住宅や日本
の老人ホーム事業も含まれる。この「メディア分離

後のSPH」については政府系複合企業のケッペル・
コーポレーションが8月、買収提案を発表した。
　「収益性と配当を常に期待される上場企業の一部
であり続けることはサステイナブルなビジネスモデ
ルではない」。メディア事業分離計画の発表時に、
SPHは「再編は株主の利益期待の重圧から逃れ、
質の高い報道を維持するため」と説明した。同社の
メディア部門の売上高はこの5年で半減、紙の部数
や紙の広告収入の減少を不動産事業が補う形だった
が、コロナ禍による経済停滞で2020年8月期はグ
ループで8300万シンガポールドルの最終損失を計上
した。21年8月期中間決算でも新聞広告収入は前年
同期比で約3割減となった。
　東南アジアでもIT先進国として知られるシンガ
ポールだけにSPHが消費者の「紙」離れに手をこ
まぬいていたわけではない。インターネットで読め
る電子版やスマホ向けアプリに力を入れ、同社の年
次報告書のデータによれば主力紙ストレーツ・タイ
ムズ（サンデー・タイムズ含む）では2020年8月期
に電子版の購読者数が紙の購読者を上回っている。
2016年8月と20年8月を比べれば同紙の紙の購読者
数が4割減る一方で、電子版の購読者数は2.6倍に
成長した。2021年8月期中間期でも電子版の購読収
入は伸びたが、紙の広告収入などの落ち込みに追い
ついていない。一方で、英語、マレー語、中国語、
タミル語の4つの公用語での新聞発行はシンガポー
ルの政治・社会で大きな役割を果たしており、その
大幅な見直しや民間営利企業への売却は難しい。非
営利事業化はその結果ともいえるが、国内新聞事業
で独占的な地位を持つ伝統的メディアの苦境を象徴

変わるアジアのメディア地図
〜コロナ禍で加速するデジタル化

NIKKEI GROUP ASIA PTE LTD
Managing Director & Regional CEO
渡邊　園子
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する動きとして、海外のメディア関係者の間でも話
題を呼んだ。
　紙離れは世界的に進んできた流れだ。日本新聞協
会のまとめでは日本の新聞発行部数は2020年10月
時点で3509万部。2010年との比較で3割減少した。
一世帯当たりの部数は2008年に1部を割り込み、紙
の新聞をとらない世帯や紙の新聞を読んだことがな
い若い世代が珍しくなくなっている。部数減は購読
収入源とともに広告収入減につながる。米国では新
聞社の統合再編が進む。タイでは「バンコクポス
ト」と並ぶ2大英字紙の一角、「Nation」が2019年
に紙での発行をやめ、オンライン版のみとなった。
インドネシアでは英字紙「Jakarta Globe」が2015
年に印刷を中止。マレーシアでも政権交代後の
2019年に統一マレー国民組織（UMNO）とのつな
が り で も 知 ら れ る 名 門 マ レ ー 語 紙「Utusan 
Malaysia」が一時休刊となった（その後、別のオー
ナーのもとで復刊された）。
　伝統メディアが軒並み不振というわけではない。
欧米ではトランプ政権の誕生や英国の欧州連合

（EU）脱退、インターネット上でのフェイクニュー
スの拡散、さらに新型コロナウイルスへの関心の高
まりなどを背景に、信頼性の高い情報を提供できる
メディアの役割が再認識され、デジタル化でも先行
する米ニューヨーク・タイムズや英フィナンシャ
ル・タイムズは電子版の部数を伸ばしてきた。
ニューヨーク・タイムズは2020年7－9月期の購読
料収入で電子版やクロスワード、レシピアプリなど
デジタル部門が紙媒体を上回り、収益面でもデジタ

ル部門が役となっている。米アマゾン・ドット・コ
ムの創業者ジェフ・ベゾス氏が2013年に買収した
米名門紙ワシントン・ポストも、電子版を通じた全
米、世界への発信強化で復活を果たした。
　アジアでもコロナ禍で感染状況やワクチン接種な
どに関する正確で信頼性が高い情報へのニーズは高
まっている。一方で、経済停滞、さらに在宅勤務の
定着によりオフィスで新聞を読む人が減ったことや
ホテルや飛行機などでの新聞需要も蒸発してしまっ
たことなどが紙離れを加速させている。日本経済新
聞社も9月末でシンガポールでの国際版の現地印
刷・販売を終了、購読いただいていた方々に日経電
子版への移行をお願いしている。

ニュースはスマホから、仲間と共有

　それではアジア各国・地域の紙の新聞の発行部数
はどの程度減り、何が起きているのか。その全体像
を横断的、比較可能なデータとして把握するのは容
易ではない。日本新聞協会のサイトでは世界ニュー
ス 発 行 者 協 会（WAN－IFA） 発 行 の「World 
Press Trend」をもとにした「各国別日刊紙の発行
部数、発行紙数、成人千人当たり部数」が掲載され
ているが、2015 〜 2017年のデータであり、またア
ジアの国は各項目で空欄が目立つ。新聞発行には当
局への登録が必要な場合が多いため当局発表のデー
タを丹念に追えば傾向がつかめるはずだが、この原
稿執筆時点で各国の動きを横断的に最新時点まで時
系列で追うデータが入手できなかったことをお詫び
したい。
　アジアで紙メディアが強い国としてはインドの名
前が挙がる。インドの出版物は大半がヒンドゥー語
など22の言語と英語で発行されているが、識字率
の向上や経済成長に伴い読者層が農村部などにも広
がり、成長が続いているとされてきた。だが、イン
ド政府の統計（Press in India）では当局に登録し
ている日刊紙は2019 〜 20年度（20年3月期）で
9840紙（前年度比3.2％減）、発行部数は2億5842万
2000部（同11.36％減）でともに2年ぶりのマイナ
スだった。2012 〜 13年度と比べるとタイトル数で
7割増、部数も15％増と伸びているが、基調に変化

SPHはシンガポールの４つの公用語で新聞を発行している。
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1 があるのか、気になるところだ。

　近年の急激な環境変化を知る手がかりとして、英
オックスフォード大学ロイタージャーナリズム研究
所が毎年発行している「デジタルニュースリポー
ト」2021年版の各国・地域別調査がある。欧米で
の調査が中心だったが、近年対象がアジアの国・地
域に広がってきた。サンプル数が各国・地域とも
2000前後、インドでは回答者が若い英語スピー
カー中心、さかのぼっての比較ができない国もある
などの制約はあるが、最新版の調査は今年1月末－
2月初に実施されており、長引くコロナ禍の中でメ
ディアとの接し方がどう変わったかを知る上で参考
になる。
　ASEAN（東南アジア諸国連合）加盟国ではシン
ガポールのほか、インドネシア、マレーシア、フィ
リピン、タイが調査対象となった。表も参照いただ
きたいが、「スマ－トフォン（スマホ）」「ソーシャ
ルメディア」「シェア」がキーワードなのが明らか
だ。「ニュースをどのメディアから得ているか」と
いう質問に対し「ソーシャルメディアを含むオンラ
イン」との回答は米国や日本が6割台なのに対し、
タイの91％を筆頭にインドネシア89％、マレーシア
88％、フィリピン87％、シンガポール83％と東南ア
ジアはいずれも8割超。なかでもフェイスブックや

LINEなどソーシャルメディアの存在感が大きく、
タイは「ソーシャルメディア」という回答が78％に
達し、マレーシア、フィリピンも7割台だった。
　「ニュースを得るためのデバイス（機器）」は日本
の場合はスマホが55％で2位のパソコン（47％）と
の差があまりないが、ASEANはスマホが圧倒的だ。
インドネシアとマレーシアは85％、タイとシンガ
ポールも8割以上、フィリピンも7割超がスマホと
回答した。ソーシャルメディアやSMS、電子メー
ルで「ニュースをシェアする」人は日本では13％
にとどまったが、タイ、マレーシア、フィリピンで
は47％、インドネシアとシンガポールも3割超。シ
ンガポールや周辺国で働く方々には驚きはないかも
しれないが、スマホを手放さず、ソーシャルメディ
アで得たニュースを自分も他の人と共有するスタイ
ルが数字の上でも示された形だ。
　「オンライン上のニュースにお金を払うか」とい
う質問に対しては「払う」との回答は米国は21％
と高いが、日本は10％。インドネシア、フィリピ
ン、マレーシア、シンガポールは10％台だがいず
れも日本を上回っている。ニュース全般への信頼度
もタイやシンガポールは日本や米国を上回る。サン
プル数が限られ、また回答者がどの程度の金額をイ
メージしているのかがわからない、という問題はあ
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英国 74 60 41 15 68 8 22 36

米国 66 52 42 16 60 21 31 29

日本 63 58 24 27 55 10 13 42

インドネシア 89 58 64 20 85 19 39 39

マレーシア 88 55 72 24 85 16 47 41

フィリピン 87 61 72 16 78 17 47 32

シンガポール 83 47 57 27 80 14 32 45

タイ 91 51 78 15 81 -- 47 50

インド 82 59 63 50 73 -- 48 38

ニュースはどこから？（％）
（英オックスフォード大学ロイタージャーナリズム研究所「Digital News Report」2021年版から作成）
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るものの、「アジアではネット上のニュースコンテ
ンツでマネタイズは困難」という従来からのイメー
ジとはやや相反する結果となった。
　一方で新聞を中心とした「プリント」はやはり劣
勢だ。ニュース源として「プリント」と答えた人は
米国で16％、日本が27％。シンガポールの27％は
日本と並び、マレーシアも24％で比較的高いが、
2017年（シンガポール53％、マレーシア45％）と
比べると大幅に下落している。タイやフィリピンは
10%台となっている。中国と並ぶアジアのIT大国
インドは「オンライン」との回答が82％に達する
一方で、「プリント」を挙げた人も50％を占めてお
り、新聞大国としての一面がのぞく。中国大陸は調
査対象に含まれていないため、東南アジアと中国と
の比較はできない。

新興メディアも存在感

　アジアに関しての優れた報道を表彰する賞の受賞
メディアの顔ぶれも最近のメディア地図の変化を反
映している。メディア関係者の中で認知度が高いア
ジア出版社協会（SOPA、拠点香港）の年間協会賞
や、 世 界 新 聞・ ニ ュ ー ス 発 行 者 協 会（WAN－
IFRA）主催の「アジア・メディア賞」「デジタル・
メディア賞　アジア」賞の最新の結果を見てみよう。
　SOPAの協会賞は「グローバルメディア」「リー
ジョナルメディア」「中国語メディア」のカテゴ
リーごとに選考される。「グローバル」枠はニュー
ヨーク・タイムズやウォール・ストリート・ジャー
ナル、FTなど世界に読者を持つ有力メディアが競
う激戦区で、日本経済新聞社の英文媒体Nikkei 
Asiaも今回、「リージョナル」枠から「グローバ
ル」枠に転じた。今回注目したいのは「リージョナ
ル」枠だ。SOPAの賞はスクープや経済ニュースの
ほか、女性、人権、環境、調査報道、オピニオンな
ど広範な部門がありリベラル色が濃い。英文媒体が
対象ということもあり、各国・地域の伝統的な新聞
社の存在感が薄くなっている。
　今年6月に発表された2021年協会賞（2020年の
報道対象）の最終選考に残ったメディアでは、フィ
リピンのニュースサイト「Rappler（ラップラー）」、

ミャンマーの独立系有力メディア「フロンティア・
ミャンマー」、マレーシアの独立系ニュースサイト

「マレーシアキニ」、インドのジャーナリストらが設
立した「The Wire」など東南アジアやインドの独
立系メディアが目立つ結果となった。ラップラーは
米CNNのマニラ、ジャカルタ両支局長を務めたマ
リア・レッサ氏が共同創業。ドゥテルテ政権の薬物
対策などへの批判的な報道を続け、レッサ氏は米タ
イム誌の2018年の「今年の人」で真実を追求した
ジャーナリストの1人に選ばれた反骨の人。中国発
の英文媒体で「Fresh voice from today’s China」を
掲げる「SIXTH TONE」、フィリピンの大手テレビ
局系の総合ニュースサイト「GMA News Online」

「ABS－CBN News」も受賞の常連となっている。
　WAN－IFRAのアジア・メディア賞はアジア・
太平洋、中東地域の新聞・雑誌社の優れた報道を表
彰するもので、紙の新聞の一面や雑誌の表紙のデザ
インを競う部門もあるなど伝統的な新聞社の存在感
がまだまだ大きい。7月に発表された今年の結果で
もSPHのストレイツ・タイムズ、香港の「サウス
チャイナモーニングポスト」など有力メディアが複
数部門で受賞。インドネシアの有力紙「コンパス」
や新聞大国インドのIndia Today Groupの媒体も受
賞している。
　興味深いのは同じWAN－IFRAの主催で8月下
旬に発表された2021年の「デジタル・メディア賞
　アジア」の結果だ。こちらでも「ニュースサイ
ト・モバイルサービス」部門の金賞などSPHが複
数部門で受賞。マレーシアの有力メディア「The 
Star」や今年6月に廃刊となった香港紙・蘋果日報

（アップル・デイリー）、日本の英字紙Japan Times 
も受賞している。注目したいのは今年拡大された

媒体名 URL

Coconuts.co https://coconuts.co

Kumparan https://kumparan.com

New Naratif https://newnaratif.com

Eco-Business https://www.eco-business.com

ZingNews https://zingnews.vn

The News Lens https://international.theneslens.com

「2021年のデジタル・メディア賞　アジア」の
中小メディア枠で受賞した主な媒体
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（中小枠）で受賞した企業で、勢いがある新興ネッ
トメディアを知る材料になる。
　「新型コロナウイルスについての特別プロジェク
ト」部門は金賞がロイター通信、銀賞がブルーム
バーグと大手メディアが並ぶが、中小枠ではインド
ネシアのニュースポータルサイトkumparan（クン
パラン）のコロナワクチン接種状況に関しての情報
サイト「kumparan Vaksinesia」が金賞、ベトナム
の ニ ュ ー ス サ イ トZing Newsの「Together We 
Will Overcome the Pandemic」が銀賞を受賞した。
Zing Newsはベトナムのネット大手VNGのサービ
ス。VNGはオンラインゲームやベトナム最大の通
話アプリ「Zalo（ザロ）」、決済サービスの「ZaloPay

（ザロペイ）」を運営、中国の騰訊控股（テンセン
ト）などの支援を受けベトナム初のユニコーン（企
業価値10億米ドル超の未上場企業）として注目を
集める存在だ。
　SPHが金賞受賞の「ニュースサイト・モバイル
サービス」部門も、中小枠ではCoconuts Media（コ
コナツメディア）のサイト「Coconuts.co」が金賞、
前述のクンパランが銀賞を獲得している。ココナツ
メディアは米国出身のジャーナリストが2011年に
バンコクで立ち上げ、現在ではバンコク、ジャカル
タ、シンガポール、マニラ、バリ、クアラルンプー

ル、香港、ヤンゴンから発信、「これらの都市に
とって重要な真実のストーリーを伝えること」を
ミッションとして掲げている。他部門の中小枠では
東南アジアでの民主化、情報の自由、表現の自由の
ためのムーブメントを掲げる「New Naratif」、環
境問題や持続可能な開発目標（SGDs）にフォーカ
スした記事を発信する「Eco-Business」、東京電力
福島第1原子力発電所事故とその後をデータビジュ
アリゼーション化した台湾のThe News Lensなど
が受賞している。ご関心のある方は表中のURLか
らそれぞれのサイトをのぞいてみていただきたい。

SPHのストレイツ・タイムズのオンライン版（左）と
アプリ。オンライン版は題字下に「デジタル・メディア賞  アジア  
ベストニュースウェブサイト・モバイルサービス」との説明がある。

Coconuts Mediaのサイト。自分が知りたい都市を選べる。写真はシンガポール版。
トップ記事はシンガポール国内の55の地区を紹介するインタラクティブコンテンツ。
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デジタルの流れは止まらず　分野ごとの専門メディアも

　新型コロナウイルスの感染拡大が収束したとして
も、メディア市場でのデジタル化の流れは止まらな
い。デジタル市場での競争はスマホ上での時間の奪
い合いだ。ライバルは伝統的メディア企業の自社サ
イトだけでなく、Googleやアマゾン、フェイスブッ
ク、LINEのようなソーシャルメディア、シンガ
ポールのGrabやインドネシアの配車大手ゴジェッ
クとネット通販トコペディアの統合によるGoTo

（ゴートゥー）グループのような「スーパーアプ
リ」、オンラインゲームまで多様な顔ぶれとスマホ
画面の占有時間を競うことになる。
　伝統メディアにとっては、「紙」を印刷して配達
する、という制約がなくなることで、コンテンツに
魅力があれば国境、さらに地域を越えた読者の獲得
も視野に入れられる。ストレーツ・タイムズのサイ
トは「国際版」と「シンガポール版」の切替がで
き、米国での読者拡大を狙うサウス・チャイナ・
モーニング・ポストは「国際版」「香港版」「米国
版」「アジア版」を設定できる。サウス・チャイナ
は 別 ブ ラ ン ド の サ イ ト も 立 ち 上 げ て お り、

「inkstone」 は「TRANSLATING　CHINA」 を 掲
げ、中国の多面的な姿を中国の中から世界に発信す
るメディアとして2018年にスタートしている。
　新興メディアにとっても最初から地域、世界を
ターゲットに据えることも選択肢の1つになるだろ
う。香港に拠点を置き海外投資家向けに発信する
ファイナンス分野のメディアは以前からあったが、
東南アジア発のスタートアップにも関心が集まるな
か、東南アジアを中心としたスタートアップや投資
家の動向、テックトレンドなどを伝えるシンガポー
ルのDeal Street Asiaのような専門メディアも登場
している。（注：日本経済新聞社はDeal Street Asia
の株主となっている）
　もちろん「デジタルで稼ぐ」モデルを確立するの
は容易ではない。購読料、広告料金のほか、イベン
トやセミナーなど新たな収益源を求めることになる
が、コロナ禍でリアルの大規模イベントは開催がま
だ難しい。一般商品のネット通販のようなITサー
ビスとは違い、各国の政治・社会状況を背景にした

政府によるメディア規制への対応も避けて通れな
い。ただ、これまで新聞販売店の顧客だった読者と
デジタル媒体を通じてメディア企業が直接結びつ
き、媒体の読まれ方や読者のプロフィールを知り・
分析できるメリットは大きい。ITリテラシーが高
い若年人口が多い東南アジアではソーシャルメディ
ア、配車アプリやオンライン決済などの新サービス
が一気に広まるリープフロッグ（蛙飛び）現象が珍
しくない。メディアの姿がどう変わっていくのか
も、目を離せない。

＜資料出典＞
Reuters Institute for the Study of Journalism

（https://reutersinstitute.politics.ox.ac.uk）, Digital News 
Report 2021

Singapore Press Holdings（https://www.sph.com.sg）,  
Annual Reports and press releases

The Society of Publishers in Asia（https://sopasia.com）,  
SOPA 2021 Awards

World Association of News Publishers（WAN－IFRA）
（https://wan-ifra.org）, Asian Media Awards 2021, Digital 
Media Awards Asia 2021

日本新聞協会（https://www.pressnet.or.jp） 調査データ

Office of Registrar of Newspaper for India、Government of 
India（https://rni.nic.in）Press in India

執筆者氏名
渡邊 園子（わたなべ そのこ）
経歴

　日経グループアジア本社社長。1997年日本経済新聞
社入社。企業とアジアに関する報道の経験が長く、
1994 〜 97年シンガポール支局、2006 〜 09年上海
支局駐在。企業報道部長、日経の英文媒体Nikkei 
Asian Review（現Nikkei Asia）の編集長などを経て
2019年〜 2021年3月大阪本社編集局長。シンガポー
ルへの赴任は21年8月末。
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初めに

　グローバル化、テクノロジーの発達など従来の企
業のビジネスモデルは大きな見直しを迫られる一方
でビジネス価値や市場競争力の向上は永続的な企業
命題である。特に昨今はICTの爆発的な発達、パ
ンデミックの影響により就労環境（ワークスタイ
ル）は大きく変化し、リモートワーク、パートタイ
ム・フリーランスの割合が増加など様々な労働要件
の従業員を管理する必要に迫られており、日系企業
も例外ではない。
　筆者は米国・日本・シンガポールに在住し長年国
内から、あるいは海外特に東南アジア一円で日系企
業のグローバル進出をコンサルタントとしてサポー
トしてきた。その観点から4つの経営資源（ヒト・モ
ノ・カネ・情報）のうち、従来はリアルタイム性と
定量化が難しかったヒトのエリアにおいても情報化
を通じた投資を行う土壌が整ってきたと感じている。
　例を挙げるとヒトの領域において、グローバルで
人材獲得・活用を効果的に行うために日本以外では
一般的なジョブ型雇用をグローバルで推し進めると
ともに業務プロセスも標準化し効率化の準備を整え
つつある。また、クラウドは一般的なインフラとな
り、従来的なHRIS（Human Resource Information 
Systems）をクラウドに乗せ換えてグローバルで従
業員データを一元化・可視化する動きも活発であ
る。加えてモバイル端末、SNSなどからビッグデー
タを通して、労働力関連のリアルタイムの情報収集
が実現可能になった。

Digital時代の経営における
People/Workforce Analyticsの活用

PWC CONSULTING
Director
巳年後　徹

図表1：�テレワークの開始時期別にみた仕事の生産性や満足
感等のスコア1

　そのような中、「人材データの活用と分析」を図
る試みであるピープルアナリティクスを通じて、企
業における意思決定精度の向上や業務の効率化を図
る動きが急速に広がっている。マーケティングでの
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図表2：テレワークの運用・実施状況別にみた企業の課題（回答割合が高い上位7項目）2

図表3：人材データ分析の取組状況（実施予定・実施済）3

ビッグデータ活用のノウハウ蓄積によりEX（従業
員エクスペリエンス）や働き方の向上にアナリティ
クスソリューションが役立つことが実証・理解され
てきたとも言えよう。

トレンド

　まず、ワークスタイルの変化、中でもここ数年の
最大の変化は2019年暮れ〜 2020年初頭に全世界に
広まり今なお広範な影響を持つパンデミックであろ
う。我々の生活や働き方にどのような影響を及ぼし
たか厚生労働省の経済白書から統計的な情報を使っ
て状況を確認したい。
　シンガポールなど先進国以外では事情が異なる可
能性はあるがテレワークのオフィスワークに対する
影響ということで参考とできるであろう。図表1か
らテレワークで仕事をする際の生産性や満足感は、
オフィスで働く場合と比べて一般的に低下するもの
の、感染拡大前からテレワークを実施していた労働
者では低下幅が小さいと言える。
　また図表2にあるように企業において、業務範
囲・期限や仕事の評価基準を明確にすること、業務
の裁量をもたせること等のマネージメント上の工夫
や、テレワークをする際の環境整備に取り組むこと
で、テレワークをする際の充実感・満足感を高くす
ることが可能である。このような状況の中、ピープ
ルアナリティクスをどのように活用可能かは後段で
触れたい。
　次に、図3はPwCが日本で毎年行っているピー

プルアナリティクスサーベイの抜粋である。2019
年は全体として2016年と比較して7ポイント、従業
員5000人以上の企業に限れば21ポイント増加して
いる。人材データ活用の概況トレンドでは取組企業
が着実に増加しているといえよう。

課題

　よく言われるように2009年ごろにグーグルが始
めた「Project Oxygen」4がピープルアナリティク
スの先駆けとされる。エンジニアがビジネスの生命
線であるグーグルにおけるマネージャーの要否の論
争からデータ分析と実践のトライ・アンド・エラー
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現場を有する多くのインダストリーに適用可能であ
る（なお、各企業が分析と実践を通して独自のコア
コンピテンシー要件を見つけ出し、活用すべきであ
ることは言うまでもない）。
　翻ってグローバル化に直面し、また海外で多くの
オペレーションを有する日系企業は人材データの活
用という意味では遅れを取ってきたと言わざるを得
ない。遅れの要因として均質性（ダイバーシティの
対極）が大きく関係していると考えられる。日系企
業では1990年代まで多くの企業で終身雇用の概念が
強く残っており、同じ会社やグループ会社の中で経
験を積んでいくケースがほとんどであった。その中
では均質的な人材の中でいわゆるツーカーのコミュ
ニケーションが効率的であった面もあり、会社の土
台となる人事制度は「メンバーシップ型雇用」、年功
序列の職能資格制度で事足りていたと言えよう。対
してグローバル化の道を選択した現在の日系企業は
国内の労働力不足を補う上でも特に海外では多様な
人材を受け入れるためにジョブ型の人事制度を本格
的に導入し誰でも分かるように職務記述書により職
務内容を明確にする例も見られる。オペレーティン
グモデルやワークスタイルの激変などデータ活用以
前に日系企業が克服すべき課題を整理した（図表5）。
　ワークスタイルの変化という意味ではマネージメ
ントにおいて従来型の管理・モニタリングは限界が
あり、チームとしての一体感を如何に醸成するの
か、また、従業員個人はエンゲージメント・ロイヤ

図表5：日系企業が克服すべき組織や人材面の課題

を経て優れたマネージャーのコアコンピテンシーの
要件を抽出する悪戦苦闘を描いており、筆者がいだ
くグーグルのスマートなイメージと異なり良い意味
で驚きを感じた（図表4）。如何なるハイパフォー
マーのエンジニアと云えども、組織体のOxygen

（酸素）である優れたマネージャーと共に働かない
限りは期待以上のパフォーマンスを発揮することは
至難の業であることが良く分かる。二つのことが言
えよう。1）ピープルアナリティクスの分析は最終
地点ではなく、企業の最高の資源であるヒトや組織
に働きかける実践を通してこそ価値がある、2）グー

図表4：Project�Oxygenのコアコンピテンシー要件

1　良いコーチであること

2　�チームに権限を委譲しマイクロマネージ
メントをしないこと

3　�チームのメンバーの成功や満足度に関心
や気遣いを示すこと

4　生産性／成果志向であること

5　�コミュニケーションは円滑に。話は聞き、
情報は共有すること

6　�チームのメンバーのキャリア開発を支援
すること

7　�チームに対して明確な構想／戦略を持つ
こと

8　�チームに助言できるだけの重要な技術ス
キルを持っていること

10

シンガポール日本商工会議所
2021年10月月報　特集

1-2_PWC CONSULTING_210924.indd   10 21.9.24   10:22:03 AM



JC
C
I月
報
2
0
2
1
年
1
0
月
号

デ
ー
タ
作
成
日
：
2
1
/0
9
/2
4
　
S
E-2
1

リティの希薄化からモチベーションの減退、さらに
業務効率性・生産性の低下、創造性の阻害のリスク
を抱えていると言えよう。
　多くのピープルアナリティクスの事例を分析した
結果、下記のようなステップを取るが初めから大が
かりな仕組みは必要ではなく最初にニーズを押さえ
ることが重要である（図表6）5。
　日系企業の事例に入る前に世界的に情報・調査会
社として有名なある米国企業の事例を取り上げ海外
では日系企業も直面する人の問題に焦点を当てたい。

＜事例１．�離職分析を通じた従業員キャリアの向上施策＞
　事例企業は米国に本社を置き世界100 ヵ国以上で
営業しており、4万人強の従業員を雇用する。アナ
リティクスの試みをプロジェクトとして開始したの
は2015年に遡る。ピープルアナリティクスのリー
ダーを任命し、チームを早速立ち上げた。幸運だっ
たことはデータ収集と活用に長けた企業文化が根付
いていて、リーダーの下チーム参加に意欲を示す従
業員が引きも切らなかったことであり、早速人事部
の報酬担当者、技術者とデータサイエンティストか
らなるチームを立ち上げた。

課題認識：
　日本以外の海外ではよくあることであるがこの企

業も従業員の離職率（自主的な退社率）が年々上
がっていることに悩まされており、中途入社を継続
して補充するしか術が無かったのだ。さらに厄介な
問題は自主退社といっても16もの様々な理由があ
り、最初の第一歩として離職の意味を定義する必要
があった。次に行ったのは課題認識を持ち、予算を
付けてくれるビジネススポンサーを見つけることで
あった。他部門よりも事業サイズが大きく離職率が
平均よりも高い事業部門を特定し、人や組織に関す
るディスカッションを重ねることである事業部門の
リーダーが予算を捻出してくれることになった。そ
の際には離職による全社、あるいは事業部門におけ
る財務上の損失も概算で示した。ここでのポイント
は、解決策はまだ見つかってない初期段階で課題認
識の時点でスポンサーを見つけ出すことである。
　この段階の初期的な分析で離職率を左右する可能
性のある二つの仮説にたどり着いた：
　１）ジェンダー、その他個人的な属性
　２） 働く場所：オフィスかそれ以外（例：顧客先

への常駐）

分析：
　プロジェクトチームは分析に際して4つのアク
ティビティを実施：
　⃝対象地域の限定
　⃝対象期間の特定
　⃝正確なデータ収集
　⃝分析手法の選択
　対象地域は米国に限定した。本社があるというこ
との他に個人情報保護について例外的な扱いを排除
するためである。そのためにプライバシー担当役員
と最初から連携を取り課題のブリーフィングを受け
るとともに個人情報を取り扱う上でのリスクを低減
させた。期間は過去5年半とし分析に十分な期間で
ある。人事情報システム（HRIS）とリクルーティ
ングシステムをデータ収集のソースとし、多くの
データ項目整備に時間を費やすよりも基本的なデー
タを出発点としてその都度必要なデータを追加し
た。いわゆるエクスペリエンス的な取組を行い、分
析担当者も離職や人事の現場を視察するなどして仮
説検証に多くのヒントを得るやり方を取った（デザ

図表6：ピープルアナリティクスの典型的なアプローチ

課題認識

Step�1
ビジネス上の課題認識と
スポンサーニーズの確認

Step�2
ユースケース洗い出しと
仮説の立案

分析
Step�3 データ収集

Step�4 分析実行

推奨案策定
Step�5

仮説の確認による洞察結
果の抽出

Step�6 推奨案作成

実践
Step�7

スポンサーにポイントを
報告

Step�8 実装・実践と評価
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1 インシンキング）。分析手法についてはある回帰分

析の手法を用いた（詳細は割愛するが対象のイベン
ト（ここでは離職）がある期間内に発生する確率を
予測）。
分析を重ね、仮説1）のジェンダー、その他個人的
な属性に離職率が左右される明確な証拠は発見でき
なかった。一方で事例企業における離職率を左右す
る3つの要因が発見された：
　１． ラテラルムーブ（部門内での昇進等ではなく

全く異なるポストへの異動）の欠如
　２．顧客先への常駐
　３．入社1年以内
　特に2点目の要因が仮説2）をサポートしている
ことが分かった。

推奨案策定：
　プロジェクトチームは次に財務上の損失をより精緻
化した。ここで報酬や採用の担当者に加え財務部門
も巻き込んで、離職による損失（生産性の低下、引
継ぎコスト等）とリプレースの採用コスト（リクルー
ターへの報酬等）をモデル化した。その結果プロ
ジェクトチームは以下の推奨案を自信を持って構築
し、スポンサーを納得させることが出来たのである：
　１． 経営陣の推奨によるタレントの別部門への 

異動
　２． 自薦による別部門への異動（ポスティング）

と一定程度の報酬のサポート
　３． 入社時の手厚いサポート（バディ制度（上下

関係なく1対1でのサポート）の導入、一元
化情報へのアクセス）

実践：
　仕上げにあたり実践が一番重要である。プロジェ
クトチームは会社の広報部門を巻き込んだチェンジ
マネージメントを行うことにした。自主的な離職に
おける問題、特に入社時・顧客先での常駐時に感じ
る自社からの疎外感や同じ職務・同じ部門で仕事を
続けることによるスキルやキャリアの閉塞感等の真
の課題にフォーカスし異動やポスティング、バディ
制度等の人事施策をビデオやブローシャー等媒体を
使って継続的に広報したのだ。ポスティングについ

てはさらにマネージメントアジェンダとして取り上
げられてグローバルモビリティの一つの施策に進化
している。
　プロジェクトチームは最後に定量的に効果を計測
した：
　⃝ 120人のキータレントを経営陣が選抜し異動を

行った結果半年間は一人も離職者を出さな
かった（これまでの異動に対するネガティブ
なイメージを覆す良い結果であった）

　⃝ 2015年と比較して2016年では離職率が半分ま
で下がった（米国は本社があり規模が大きい
ことがあるが10億円以上の恩恵をもたらした）

日系企業の事例

　冒頭「トレンド」での調査結果にもあるように日
本国内でもピープルアナリティクスの活用は年々増
加しており、製造業、情報通信業、サービス業、金
融と広がりを見せている。ここではグローバルでも
多くの従業員を抱える製造業・情報通信業社の事例
を紹介する。6

　ビジネスが「モノづくり」から「コトづくり」に
シフトするにともない、従来型の実務型に加えて、
創造性や行動力が高い人材がより多く求められるよ
うになっている。また、働き方改革が進む中、一人
ひとりの生産性向上も課題となっている。同社では
生産性向上という観点からピープルアナリティクス
を活用し、施策につなげようとしてきた。最初に国
内ではあるが社外のホワイトカラーに対して予備的
な調査をベンチマークとして行った。その結果1）
生産性向上の意識、2）配置配属のフィットが生産
性向上の因子として仮説モデリングとして用い自社
の従業員に適用した。

⃝「心身の健やかさ」と「生産性の高さ」の連動
　1）生産性向上の意識モデルについては、健康を
意識している人、すなわち「心身の健やかさ」が

「生産性の高さ」に連動していることがわかった。
「心身の健やかさ」をベースとして「効率性の高
さ」、さらに「創造性の高さ」をピラミッド式に積
み上げられていくイメージである。このモデルは同
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社でのピープルアナリティクスを通して検証され
た。翻って見ると「イノベーティブな発想」や「デ
ザインシンキング」が昨今求められるがそのような
創造性の高い活動は心身が整っていなかったり、仕
事が効率的に行われることなくして高めることはで
きないのだ。さらに興味深いのは残業と「心身の健
やかさ」の関連を検証したところ残業が多い人ほど
心身の健やかさが保てていないことが裏付けられた
とのことだ。

⃝�配置配属のフィット感の高まりと生産性向上の意
識の高まりの連動

　2）配置配属のフィット感についてはいくつかの
生産性向上のための因子を「個人」と「組織」とい
う二つの構造に分けて説明するモデルで説明してい
る。前者には「処遇・環境」や「業務内容」、さら
に「人間関係」の3つの適応性・適合性因子が含ま
れ、後者には「役割明確化」、「成長促進」、「価値観
浸透」等5つの因子が含まれる。同社はここから配
置配属のフィット感が高まれば生産性向上の意識も
高まり、最終的には業績が向上することを営業組織
で検証した。

　同社は続けて配置配属のフィット感のモデルを離
職者分析にも応用した。自主的に離職した若手従業
員を検証したところ配置配属のフィット感が全体の
フィット感と比べて著しく低かった。同社はこの結
果から退職リスクを事前に検知することができるだ
ろうと考えている。

まとめ

　筆者が属するPwCコンサルティングでは企業の人
材データ活用に関する変化を図表7のように展望し
ている。人材データ活用のトレンドとして取組企業
の増加や領域の拡大、分析レベルの向上は今後もさ
らに増大するであろう。一方でユーザーは従来的に
考えられてきた人事部門から経営、さらに従業員や
マネージャーに拡大していくのではなかろうか

（トップダウンからエンパワーメント）。
　また、ニューノーマル下で先の図表5：日系企業
が克服すべき課題で触れたように働き方の変化に柔
軟に適応できない場合には、さまざまなリスクが想
定されるが、特に生産性の低下、エンゲージメント
の低下、イノベーション・創造性の阻害といった点
に注意が必要である。

図表7：人材に関するデータ活用に関する変化7
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　例えば、図表8のイメージにあるようにモニタリ
ングのモデルを提供し、現場・オフィスとリモート
が混在する環境下でも従業員のワークスタイルやモ
チベーションの変化をさまざまなデータから可視化
し、課題や実行すべき改善アクションにつなげるこ
とが今後の施策として考えられる。
　さて、最後にピープルアナリティクスの事例から
日系企業にも役立つように進める上でのポイントを
まとめたい：
　⃝ ソリューション・解決策はまだ見つかってない

初期段階でも課題認識の時点でスポンサーを見
つけ出すこと

　⃝ 個人情報保護の意識・ガバナンスを強化し、従
業員の信頼を得ること

　⃝ 限られていても正確なデータを収集することから
出発し、現場と対話を重ねることで仮説検証に
役立て足りないデータがあれば追加していくこと

　⃝財務的なベネフィットの算定と検証
　⃝ フェーズ毎に適切な部署・専門家を巻き込んで

いくことー海外の事例ではプロジェクト立ち上
げ時からスポンサー、人事、ITの他にプライバ
シー担当役員を巻き込み、フェーズが進んでい
く毎に財務部門、広報部門を巻き込んでいる。
また日系企業の事例でも最終的に営業部門で実
証を行ったがある時点から見通しを部門に対し
て説明していたと想定される

執筆者氏名
巳年後�徹（みねんご�とおる）
経歴
　「米国大学院卒業後、現地にてコンサルティングの
キャリアを開始し、帰国後含め20年以上のコンサル
ティング実績を積む。2014年以降シンガポールに拠点
を置き東南アジア一円で日系クライアントのグローバル
プロジェクトをサポート。また、国内外のグローバル企
業、金融機関、政府系機関、製造業、流通業において
人材システム導入も多数支援。」

　事例を交えながら現在の課題や今後の展望にも触
れてきたが、読者の一助となることを願う。

＜訳注＞
1 厚生労働省、令和3年版、労働経済の分析−新型コロナウ
イルス感染症が雇用・労働に及ぼした影響−〔骨子〕P18
注）図のスコアについては、オフィスで働く場合を100とし
て、テレワークを実施することによる主観的な変化を0 〜
200の範囲で答えた数値の平均値を記載。
2 厚生労働省、令和3年版、労働経済の分析−新型コロナウ
イルス感染症が雇用・労働に及ぼした影響−〔骨子〕P20
3 PwCコンサルティング合同会社、人材データ活用の最前
線-HRデータからピープルデータへ- ピープルアナリティク
スサーベイ2019
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/
people-analytics-survey2019.html
4 ラズロ・ボック著、ワーク・ルールズ！−君の生き方と
リーダーシップを変える
5 Nigel Guenole他　著、Power of People, The: How Successful 
Organizations Use Workforce Analytics To Improve Business 
Performance
6 日本の人事部、ピープルアナリティクス
https://jinjibu.jp/keyword/detl/771/
7 PwCコンサルティング合同会社、人材データ活用の最前
線-HRデータからピープルデータへ−ピープルアナリティ
クスサーベイ2019
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/
people-analytics-survey2019.html

図表8：ワークスタイルデータの活用イメージ
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　当社がシンガポールにDON DON DONKI一号店
を出店したのは、今から約4年前の2017年12月で
す。今ではシンガポール国内に10店舗を構えてお
り、シンガポール在住の皆さまにも少しはDON 
DON DONKIを認知いただけていることと思いま
す。そのDON DON DONKIを運営する当社は、日
本国内ではドン・キホーテやMEGAドン・キホー
テ、ユニーによるアピタ、ピアゴなどを展開してお
り、私は現在GLOBALのCHIEF MERCHADISING 
OFFICERとして、海外事業における商品部門の管
掌役員を務めております。
　今回は、当社が海外事業を展開するに至った経緯
やシンガポールのDON DON DONKIの販売動向な
どについてお話しさせていただきたいと思います。
　まず当社の海外事業ですが、2006年、ハワイ州
における「ドン・キホーテUSA」のグループ入り
からスタートしました。その後2013年に北米及び
ハワイ州での店舗運営を目的として、「マルカイ
コーポレーション」も当社にグループ入りしまし
た。マルカイコーポレーションは当初、現地の日系
人の顧客をメインターゲットに据えた日系商品を中
心に取り扱う店づくりでしたが、米国の日系人市場
が減少していく中で、このままでは未来はないと考
え、ローカル顧客に受け入れられるような店づくり
へと変更いたしました。
　具体的には、和食・デリカに注力し、2015年に
はTOKYO CENTRALという屋号で新業態の立ち
上 げ を い た し ま し た。 お か げ さ ま でTOKYO 
CENTRALは好評を博し、現在では6店舗まで店舗
網を拡大しています。当社はこういったアメリカで

の経験をアジアでの店舗づくりに活かし、冒頭の通
り2017年12月、シンガポールにアジア一号店であ
る「DON DON DONKIオーチャードセントラル
店」をオープンしました。オーチャードセントラル
店は、“ジャパンブランド・スペシャリティストア”
をコンセプトとした新業態で、我々 PPIHがゼロ
ベースで立ち上げた海外店舗一号店です。アメリカ
での経験を経たことで、アジア事業においては現在
ご来店いただいているほとんどのお客さまがローカ
ル顧客の方で、各国現地の方々にご支持いただいて
おり、私自身大変うれしく思っています。
　現在シンガポール一号店オープンから4年弱にな
りますが、現在当社の海外店舗は、北米・シンガ
ポール・タイ・香港・台湾・マレーシア合計6か国
／地域・87店舗ございます。（2021年8月31日現在）

海外店舗数一覧

　当社の海外店舗は「ジャパンブランド・スペシャ
リティストア」というコンセプトの元、いわゆる

【MADE IN JAPAN】【MADE BY JAPAN】
【PRODUCED BY JAPAN】の商品で売り場を構成

日本産品を海外へ
〜日本産品の限りなき可能性〜

PAN PACIFIC INTERNATIONAL HOLDINGS CORPORATION
Chief Merchandising Officer (Global) Vice President of Asia Company 
Director＆ Senior Managing Executive Officer
松元　和博
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表記などもあえて日本語を残すなど、日本らしさを
表現した店づくりをしています。皆さまご存じのよ
うに、日本産品は海外で大変な人気を博しており、
日本での売れ方をはるかに上回るものがあります。
　シンガポールでの現状を申し上げますと、焼き芋
が年間百万本売れている他、いちごは年間10万
パック、りんごは年間20万パックを販売しており、
単品あたりの売上規模は数億円にまでのぼります。
　なぜこのように日本の食品が、高い支持を得てい
るのか。それはまさしく、日本産品が【高品質】【新
鮮】【信頼】【美味】という圧倒的なストロングポイ
ントを持っているからで、これは我々日本人が誇る
べき素晴らしいことです。実際わたしは2017年12月
に当社初となる、アジア一号店DON DON DONKI
の立ち上げから海外事業に携わっており、これまで
各国の販売動向を目の当たりにしてきました。
　実際にわたしが体験した一例を挙げますと、シン
ガポール一号店でオープン日に焼き芋機の前に50m
もの行列ができたり、タイ一号店ではオープン初日
だけでいちごが3000パックも売れていったり、香港
一号店ではオープンから3日間で桃10トン分が売れ
た、などという事例があります。このように、海外
での日本産品に対する人気ぶりを実際に“体感”す
ることで、我々は実体験を通じて日本産品の海外で
の評価・ニーズを“理解”することができました。

いちご売場の様子

　しかしながらこのように日本産品、わかりやすく
言うと日本食材が最初から海外で受けいれられると
分かっていたわけではありません。実際、日本の和
食は2013年に「ユネスコ無形文化遺産」にも登録
されるほどメジャーであり、世界各国に和食を提供
する飲食店は多数ありますが、では日本食材を提供
する店は果たしてどれほどあるでしょうか？残念な
がらまだまだ数多くはありません。しかし確実に海
外のお客さまは日本産品を求めており、我々はそれ
を、身をもって体験しています。だからこそ我々は
日本産品を海外に届けたいと想いを抱き、海外事業
を拡大しているのです。
　さらにこのコロナ禍において、最近では海外でも
調理する方が増えています。皆さまご存じの通り、
シンガポールは元々外食文化でありますが、明らか
にここ1〜2年は自宅で調理をするお客さまが増え、

「この食材はどう調理したらいいのか？」「レシピを
教えてほしい」というお客さまからの声が格段に増
えました。さらにはFacebook等でも「DON DON 
DONKIでこんな日本の食材を買ってみた」「こう
いう風に調理するとおいしいよ」など日本食に興味
を持っているシンガポールのお客さまが情報交換を
するコミュニティーなども生まれています。実際に
食材である野菜・果物・鮮魚・精肉などの生鮮品以
外に、味噌やしょうゆ、みりんなどの調味料をお買
い求めになる方も相当数増えています。日本の食材
が確実に海外のお客さまの手に渡り、その食材を
使って調理する風土が少しずつ根付いてきた・・・
手前味噌ではありますが、そのように感じ、大変嬉
しく思っています。
　この日本食材普及のため、さらなる新しい取り組
み と し て 今 年6月 に オ ー プ ン し た「DON DON 

焼き芋売場
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DONKI Suntec City店」では、“ふるふる”という新
コンセプトの果物コーナーを立ち上げました。この
コーナーでは、フルーツコンシェルジュを配置し、日
本の高品質な果物の魅力を伝えることに注力してい
ます。当社はこれまでも日本産の果物の“おいしさ”
の浸透に努めてまいりましたが、“ふるふる”ではさ
らに踏み込み、日本産果物のおいしさの理由や品種
の違いなどをコンシェルジュがしっかりお客さまへ
説明することで、日本産果物に関する知識をより深
め、選ぶ楽しみ・お買い物の楽しみを感じていただ
けるようにしています。おかげさまでお客さまからは

「日本のぶどうは赤ワインのような味わいがある」
「桃はとても瑞々しく、メロンはとても甘い」という
お声をいただいており、日本産品のおいしさを海外
のお客さまに“理解”、“体感”いただいています。
　このように日本産品・日本食材を海外のお客さま
へ届けるということは、商品を提供するだけでな
く、「商品の説明」や「おいしさの理由」「食材の使
い方」などを“伝える”ことが重要です。我々日本
人が当たり前に知っていることこそが、まさに“お
客さまに伝えていくべきこと”であり、“お客さまが
知りたいと思っていること”ではないでしょうか。
　元々店舗では、当社独自の手書きPOPや動画を
店内に掲示しておりましたが、近年さらにこういっ
たPOPや動画の販促を強化しております。日本産
品の普及においては、この“伝える”という行為こ
そが日本産品の商品供給と同じくらい重要なことだ
と私は考えています。
　さて「DON DON DONKI Suntec City店」では、
もうひとつ新たな取り組みをしております。それが、
日本スタイルのハンバーグをお求めやすい価格で提
供する「和風ハンバーグ専門店 冨」のインショップ
展開です。日本では子どもから大人まで人気のハン
バーグですが、シンガポールでは日本のような
ジューシーで柔らかいハンバーグを気軽に食べられ
る場所が多くありません。そこで和風ハンバーグや
エッグハンバーグ・カレーハンバーグなど日本でな
じみ深いメニューを幅広くラインナップし店内で提
供しており、おかげさまで数多くのお客さまにお越
しいただいています。最近ではひき肉の売れ行きも
上がっており、今後は「和風ハンバーグ専門店 冨」

で日本のハンバーグのおいしさを体感したお客さま
が、食材を買い求めご自宅で再現する・調理する方
もさらに増えていくのではないかと考えています。
　このように日本の食材を海外のお客さまに提供し、海
外で日本産品・日本食材を普及していくためには・・・

①Buying（買う）
②Learning（知る）
③Eating（食べる）
④Cooking（調理する）

　という4ステップが必要だということが、ここ4
年弱の間、海外事業に携わってきた私の実感です。
ほかにも、「DON DON DONKI Suntec City店」で
は、新たに盆栽も販売しており、日本の伝統的な文
化として受け入れられ、オープン直後から人気を博
しております。海外で日本の商品や文化を根付かせ
るためには、このように常にサムシングニューを提
供するということも、大事な要素と感じています。

ふるふる売り場の写真　

盆栽売り場の写真
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ししてきましたが、実際に日本産品を輸出するに
は、各国ごとに輸入規制や輸出・通関時の煩雑な工
程などクリアすべき様々な課題が存在します。当社
はこのような現状課題に対して、生産から販売まで
一気通貫するためのサプライチェーンの構築が必然
と考え、日本の農畜水産物の輸出拡大を目的に、生
産者さまや輸出に携わる事業者さま・関係団体さま
とPPIHグループのパートナーシップ組織「Pan 
Pacific International Club（略称：PPIC）」を昨年
10月に立ち上げ、現在までに300社以上のお申し込
みをいただいております。

PPICホームページ

　具体的には、一次産品の生産に携わる生産者さ
ま、流通に携わる流通・卸会社さま、輸出を間接的
にサポートしてくださる自治体や金融機関の皆さま
などがいらっしゃいます。愛媛県や鹿児島県、熊本
県、和歌山県など一部の自治体さまとは連携協定等
も締結し、日本各地の農産物や特産品を扱う県産品
フェアーなどを積極的に行い、日本各地の地域特有
の商品を海外のお客さまへお届けしています。実際
に今年は、シンガポール・香港・タイで鹿児島県の
特産品を集めた鹿児島フェアー、香港で愛媛県産品
を集めた愛媛フェアー、熊本県のメロンだけを集め
たメロンフェアーなどを開催し、大変な人気を集め
ました。このように日本産品の中でもエリアに特化
したフェアーなどを開催することで、お客さまはよ
り深く日本を知ることができ、また新しい商品に出
会うことができます。このように常にサムシング
ニューを展開するというのは、日本のドン・キホー
テとおなじ考え方です。
　そもそも当社は、“顧客最優先主義”を企業原理
に掲げており、常にお客さまのニーズやウォンツを
最優先にして店舗展開をしてまいりました。これは

海外事業においても同様です。海外のお客さまが日
本産品を必要としている。だからこそ、我々は日本
産品を海外で販売するために「ジャパンブランド・
スペシャリティストア」というコンセプトの元、現
在海外店舗を出店しております。常にお客さまの声
に真摯に耳を傾け、お客さまの望む商品をご提供す
ること。これこそが小売店である当社のミッショ
ン、存在意義であると考えています。

PPIH企業理念集「源流」

　今後も日本産品を通じて、シンガポールをはじめ
世界中のお客さまに買い物の楽しさと感動を届ける
ことで、日本産品の普及に貢献することができれば
幸いです。

執筆者氏名
松元 和博（まつもと かずひろ）
経歴

　1973年11月15日生まれ、1996年に株式会社ドン・
キホーテ（現株式会社パン・パシフィック・インターナ
ショナルホールディングス、以下「PPIH」）入社、首都
圏の店長・統括店長、商品部門の部門責任者を歴任。
　現在はPPIH取締役 兼 専務執行役員CMO（Global） 
兼 海外事業統括責任者 兼 アジアカンパニーバイスプレ
ジデント、株式会社ドン・キホーテ取締役、Pan Pacific 
Retail Management（Asia）Pte. Ltd.副社長COO。
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　2020年初から世界中で猛威をふるっている新型コ
ロナ感染症により、人々の生活や企業の事業活動が
多大な影響を受けた。現在も引き続き各国各様の規
制が行われ、感染拡大防止と経済活動再開のバラン
スに腐心しているが、収束するにはまだ時間を要す
ると思われる。このパンデミック状況下で企業およ
び従業員の働き方も大きな変化を余儀なくされた
が、 そ の 最 た るも の が 在 宅 勤 務（WFH：Work 
From Home）であろう。従来よりリモートワークと
いう働き方を推奨する企業もあったが、この非常時
に半ば強制的にこの働き方への移行が多くの企業、
特にオフィスワークを中心とする企業において行わ
れることになった。今後、感染の落ち着きにともな
う規制緩和により、従業員のオフィス回帰が一定程
度発生すると思われるが、WFHによる生産性の向
上は多くの企業で認められるところとなっており、
また従業員にも評価されている在宅勤務が完全に解
消されることはなく、これからはオフィスワークと
在宅ワークを併用するハイブリッド型がスタンダー
ドとして定着していくことが想定される。しかしな
がら、多くの企業が十分な準備をする余裕がないま
まにWFHに移行していると思われ、サイバーリス
クがこれまで以上に高まっているとも考えられる。
また、十分な備えをしているとされる企業において
もサイバー攻撃被害にあう事例が散見されている。
　本稿では今後事業活動を行ううえで避けることの
できないサイバーリスクについて概観するととも
に、企業に求められる対策について解説する。

１．企業をとりまく環境

　2020年は世界中でサイバー攻撃が活発化した年
となった。中でもランサムウエア攻撃による企業・
組織への金銭を要求するケースがトレンドとなり、
シンガポール国内でも被害件数が急増している。加
えて、新型コロナの感染拡大により、企業および個
人をとりまくサイバーリスク環境は大きく変化し
た。たとえばマルウエアや悪意のあるリンクを付け
たメールは「COVID-19」や「Vaccine」といった
キーワードとともに拡散され、開封・クリックの実
施率を向上させた。またシンガポールで展開された

「TraceTogether」アプリは12種類もの偽物がマル
ウエア感染の能力を備えて出現することとなった。
従業員の働き方は在宅を中心としたものに変化を余
儀なくされ、その結果リモート会議アプリの脆弱性
を狙う攻撃や、ビジネスメール詐欺が行われるよう
になっている。
　Cyber Security Agency of Singaporeによれば、
シンガポールでは2020年に16,117件ものサイバー
犯罪が発生している1。これは同年にシンガポール
で発生した犯罪のうち43％を占める。2020年の件
数は新型コロナ感染症の感染拡大により、犯罪の
フィールドがバーチャル空間に変更された結果と考
えることもできるが、サイバー犯罪の件数は年々増
加傾向にある。

Withコロナで企業に求められる
サイバーリスクマネジメント

TOKIO MARINE SAFETY INSURANCE（THAILAND）
Senior Risk Consultant
林　将大
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２．サイバー攻撃

　企業に対して行われるサイバー攻撃にはいくつも
の種類があり、それぞれ目的や攻撃プロセスが異な
る。ここでは昨年来増加傾向にある攻撃、コロナ下
でリスクが高まっているとされる攻撃についてご紹
介したい。

・ランサムウエアによる攻撃
　ウイルスの一種で、パソコンやサーバーなどがこ
のウイルスに感染すると、システムへのアクセスが
ロックされるか、システム上のデータが暗号化され
使用できなくなる。攻撃者は当該データを人質に取
り、サーバーやパソコンの復旧と引き換えに金銭を
要求する。日本でも昨年ゲームソフト会社が攻撃を
受けており、当該事例では攻撃者がデータの暗号化
と合わせて情報暴露を迫り、実際に個人情報や新
ゲーム開発にかかわる機密情報の漏洩が発生してい
る3。最近ではこのようなデータの暴露も合わせて
行うと脅迫され、金銭の支払い有無にかかわらず、
データが暴露されてしまったケースも発生している
が、新製品・サービス開発に係る情報、取引先と共
有している守秘義務のある情報などの機密情報が漏
洩するような事故が発生すれば、その後顧客や取引
先との関係が継続できず、業績に大きく影響するこ
とも想定される。ランサムウエアの感染経路として
は、偽装メールの添付ファイル開封やスパムメール
のリンクアクセス、感染したWEBサイトへのアク
セスなどとされている。

　Cyber Security Agency of Singaporeによると、
2020年にシンガポールで報告されたランサムウエ
ア攻撃は製造業、小売業、ヘルスケアなどを中心に
89件であり、この件数は2019年対比254%と大幅に
増加している。

・標的型攻撃
　機密情報等の窃取等を目的にPC にウイルスを感
染させることで、組織内部へ潜入する攻撃であり、
従業員がメールの添付ファイルを開いたり、ウェブ
サイトにアクセスしたりすることでPC がウイルス
に感染する。攻撃者はウイルスに感染した PCを起
点に組織内部のシステムを探索し、侵害範囲を拡大
しながら機密情報等の窃取を行う。ランサムウエア
攻撃と異なり金銭的な被害が発生する可能性は高く
ないが、漏えいした機密情報等が悪用された場合、
組織の事業継続に重大な影響を及ぼすおそれがあ
る。日本では昨年企業の防衛事業部門のサーバーが
不正アクセスを受ける事例が発生しているが、当該
事例では不正侵入から約半年もの間、侵入に気づく
ことができなかったとされる4。本件では情報流出
等の被害は確認されていないが、この種の攻撃では
特定の企業を執拗に狙っているケースが多く、仮に
侵入されてしまった場合には重大な情報が漏洩して
しまうおそれがある。
　攻撃の手口としてはランサムウエアと同様、メー
ルの添付ファイルやリンク先にウイルスを仕込み、
それらを開かせることで PC をウイルスに感染させ

図表：シンガポールにおけるサイバー犯罪件数の推移2
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るものであるが、特定の企業を狙ったものである場
合、本文や件名、添付ファイル名が対象企業・組織
の業務に関連するような内容に偽装される、実在す
る組織の差出人名が使われるなど、思わずファイル
を開いたりリンクにアクセスしてしまうよう細工さ
れているケースも多い。複数回のメールのやりとり
で油断させ、不審を抱かれにくいようにする手口な
ども使われている。また、標的組織が利用するクラ
ウドサービスなどの脆弱性を悪用して不正アクセス
して窃取した認証情報等を悪用して正規のルートで
組織内部システムへ侵入し、PC やサーバーをウイ
ルスに感染させる方法もとられている。

・テレワーク環境等を狙った攻撃
　自宅等の社外からVPN経由で社内システムにア
クセスしたり、ウェブ会議サービスを利用して自組
織または他組織と会議を行ったりする機会を狙った
攻撃であり、企業の積極的なWFHへの移行に伴い
増加している。WFHのために私有 PCや自宅のネッ
トワークを利用したり、VPN 等のために初めて使
うソフトウェアを導入したりするような、業務環境
の変化を狙って攻撃が行われている。このような業
務環境においてどこかに脆弱性があると、社内シス
テムに不正アクセスされたり、WFH用 PCにウイ
ルスを感染させられたりするおそれがある。
　昨年、コロナ下で急速に活用が進んだウェブ会議
サービスや、多くの企業で活用されているVPN

（Virtual Private Network）において脆弱性があっ
たことが判明した。2020年8月にはVPN機器の脆
弱性を狙った攻撃により、IDやパスワードが世界
中から流出する事件も発生している5。
　独立行政法人情報処理推進機構（IPA）の調査に
よれば、日本での緊急事態宣言下等でIT関連の
ルール、たとえば私有PCの利用や会社PCの持ち
帰り等を例外的に運用している企業が一定数あると
される6。海外においては会社に設置されているデ
スクトップPCを従業員の自宅へ移送・移設するこ
とで何とかWFHの環境を整備している企業も多
く、ルールやセキュリティの整備まで十分に対策で
きておらずリスクが高いままとなっているケースが
多いと推察される。

・サプライチェーン上の弱点を悪用した攻撃
　企業には取引先や委託先、グループ会社など、事
業活動をすすめる上で必要なサプライチェーンが構
築されている。攻撃者は直接攻撃することが難しい
ターゲットに対して、そのサプライチェーンの脆弱な
部分を攻撃することで、間接的または段階的に攻撃
を成功させようと試みる。強固なセキュリティ対策を
行っている企業であってもサプライチェーンを足掛
かりとされることで、攻撃者の侵入を許してしまうお
それがある。当該攻撃では標的となる組織の機密情
報等を窃取することを目的としているとされる。
　2019年に日系企業が攻撃されたケースでは、同
企業の中国拠点がゼロデイ攻撃（各ベンダーが気づ
いていない脆弱性、もしくはまだ修正プログラムが
提供されていない脆弱性を悪用した攻撃）を受け、
遠隔操作されたPCを通じて本社のサーバーへの侵
入を拡大したとされる7。海外拠点は日本と異なり
セキュリティや従業員教育が十分でないケースも多
く、注意が必要である。また、米国ベンダーの提供
するソフトウエアの更新が悪用され、シンガポール
含む世界各国で感染が拡大したケースも見られる8。

３．企業に求められる対策

　サイバー攻撃対策はセキュリティ対策投資などの
ハード面、体制構築や従業員教育などのソフト面の
両面で実施していくことが求められるものであるが、
本稿では企業によるマネジメントという観点でソフ
ト面にフォーカスして解説したい。

・情報セキュリティのルール見直し、整理
　新型コロナ感染症拡大の影響を受け、企業の多く
は半ば強制的にWFHへの移行を強いられ、規定を
例外運用している企業も少なくないと思われる。た
だし、今後はWFHが定着し、WFHとオフィスワー
クが並行する体制がスタンダードになると想定され
るため、各企業においては既存のルールを実態に照
らして必要に応じて見直しておく必要がある。以下
に確認、見直しておくべき項目を一例として示す。
また参考資料として総務省より「テレワークセキュ
リティに関する手引き9」が発行されているため、参

21

JCCI 2021年10月月報　Withコロナで企業に求められるサイバーリスクマネジメント

1-4_TOKIO MARINE SAFETY INSURANCE（THAILAND）_210924.indd   21 21.9.24   10:37:09 AM



JC
C
I月
報
2
0
2
1
年
1
0
月
号

デ
ー
タ
作
成
日
：
2
1
/0
9
/2
4
　
S
E-
2
1 考にされたい。

　またWFHで利用するVPNやネットワーク機器、
ソフトウエアの脆弱性情報等については各サービ
ス・機器メーカーのHPやSingCERT等のサイトで
公開されているため、継続的に情報収集し、必要な
対策を講じておくことが求められる。

＜確認・見直すべきルールの例＞
・私用PCの利用ルール（外部でのVPN利用含む）
・共有サーバー等へのアクセス権の管理
・ データバックアップに関するルール（バックアッ

プから復旧できることを定期的に確認する）
・使用を認めるアプリケーションのリスト

・従業員への教育
　サイバー攻撃成功のきっかけは従業員がEメール
に添付されたファイルの開封やリンクへのアクセス
などになることが多く、いかにハード対策を実施し
ていたとしても従業員が誤って入り口を開いてしま
うリスクはゼロになることはない。またソーシャル
エンジニアリングを利用して対象者の情報を窃取し
たりファイルを開かせるなど、攻撃の手口は日々高
度化、巧妙化している。各企業は従業員に対して定
期的に教育し、危機意識を醸成し続ける必要があ
る。教育する題材となる具体事例はニュース報道の
ほか、SingCERT10のサイト等にも随時アップデート
されているため参考にしていただきたい。

・リスク評価：グループ会社、取引先等を含めたサ
プライチェーン全体の対策および状況把握

　グループ会社や取引先等のビジネスパートナーに
おいて適切な対策が行われていない場合、これらの
企業を踏み台にして前述のような攻撃が自社になさ
れることもある。また、万が一被害が発生した際、
これらの企業から原因特定等の協力を得られないこ
とにより事業継続に支障を来す可能性もある。各企
業はグループ会社や取引先、システム管理の委託先
等のサイバーセキュリティ対策の内容を明確にした
上で契約を交わすとともに、その後サイバーセキュ
リティ対策状況の報告を定期的に受け把握しておく
など、平時より適切にリスクを評価・把握しておく

必要がある。

まとめ

　新型コロナ感染症が企業の体制、従業員の働き方
を大きく変化させたことにともない、サイバーリス
クも形を変え、リスクも大きくなったと考えられる。
対応する人材が不足している点は日本でも多くの企
業が直面している課題であるが、特に海外拠点の場
合、日本本社と比べ人材以外のリソースも不十分な
中で対応することが求められる。まずは本稿で述べ
たような対応について自社内の状況を確認し、でき
るところから実施いただきたい。また保険会社が提
供する商品の中には、有事の際に必要な支出に加
え、フォレンジックなどの緊急対応を外部からサ
ポートする機能を提供するものもあり、自社のリ
ソース不足を補うものとして検討いただくことも有
効である。

＜訳注＞
1  https://www.csa.gov.sg/News/Publications/singapore-

cyber-landscape-2020
2 Singapore Cyber Landscapeより弊社作成
3 https://www.capcom.co.jp/ir/news/html/210112.html
4 https://jpn.nec.com/press/202001/20200131_01.html
5 https://us-cert.cisa.gov/ncas/alerts/aa20-107a
6  https://www.ipa.go.jp/security/fy2020/reports/scrm/

index.html
7 https://www.mitsubishielectric.co.jp/news/2021/0326.pdf
8  h t t p s : / / w w w . s o l a r w i n d s . c o m / s a - o v e r v i e w /

securityadvisory#anchor1
9 https://www.soumu.go.jp/main_content/000753141.pdf
10 https://www.csa.gov.sg/singcert

執筆者氏名
林 将大（はやし まさひろ）
経歴

　2005年に東京海上日動火災保険入社後、法人営業部
門を経て2014年より東京海上日動リスクコンサルティ
ング（現　東京海上ディーアール）へ出向。コンサル
ティング業務に従事したのち、2019年より現職。
　現在はタイを拠点に東南アジア内に拠点を持つ企業
へリスクアセスメント、危機管理、事業継続（BCP）、
リスクマネジメント体制構築、交通安全等の分野で企業
のリスクマネジメント強化のための情報提供・コンサル
ティング・セミナー等を行っている。
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JCCI基金では、日本への留学生派遣事業を1995年から実施しており、20周年を迎えた2015年からは、お互いの経験や

キャリアなどを共有し、ネットワークを作るために、過去の留学生を集めた同窓会を実施しています。2019年からは、同

窓生同士での情報共有からさらに輪を広げ、これからの留学候補者であるシンガポールの大学生や、JCCI会員、日本に

関連した各種団体の方々にも、JCCI基金による奨学金制度や留学生の日本での経験談などを知って頂くため、「Dialogue 

with JCCI Scholars」を開催しております。本年度は新型コロナウイルスの関係で、昨年度に引き続きオンラインの形式

で開催されました。

日時：2021年8月13日（金）19：00 ～ 20：00

配信方法：Zoom

参加者：計53名

パネリスト・司会：下記の通り

2014 APU Scholar
Lim Hui Min

Assistant Language Teacher
JET programme

2016 Waseda Scholar
Linnah Tan
Strategist

This Is Synthesis

2015 Waseda Scholar
Joanna Ng

NUS graduate

2017 ICU Scholar
Jerlene Si

Senior Executive, HR Policy
Ministry of Education

2015 APU Scholar
Alvan Tay

Investment Banking
Analyst BDA

Partners

Emcee, 2018 ICU Scholar
Grace Khoo

NUS graduate

「Dialogue with JCCI Scholars」
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JCCI基金では、日本への留学生派遣事業を1995年から実施しており、20周年を迎えた2015年からは、お互いの経験や

キャリアなどを共有し、ネットワークを作るために、過去の留学生を集めた同窓会を実施しています。2019年からは、同

窓生同士での情報共有からさらに輪を広げ、これからの留学候補者であるシンガポールの大学生や、JCCI会員、日本に

関連した各種団体の方々にも、JCCI基金による奨学金制度や留学生の日本での経験談などを知って頂くため、「Dialogue 

with JCCI Scholars」を開催しております。本年度は新型コロナウイルスの関係で、昨年度に引き続きオンラインの形式

で開催されました。

日時：2021年8月13日（金）19：00 ～ 20：00

配信方法：Zoom

参加者：計53名

パネリスト・司会：下記の通り

2015 APU Scholar
Alvan Tay

Investment Banking
Analyst BDA

Partners

Emcee, 2018 ICU Scholar
Grace Khoo

NUS graduate

＜参加後の感想（留学生対象者の参加者アンケートより抜粋）＞

＜記念写真＞

「Dialogue with JCCI Scholars」
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it is not the gift itself but its performance of interrelation 
that binds the bodies it intertwines, leaving its trace in 
object and memory.

Ho Tzu Nyen, 'The Critical Dictionary of Southeast Asia - F for Fold' 
(detail), 2021. 
(Image Courtesy of Singapore Art Museum)

A gift is only a gift if it is entangled. 

Collecting Entanglements and Embodied Histories is a 
dialogue between the collections of the Singapore Art 
M u s e u m ,  G a l e r i  N a s i o n a l  I n d o n e s i a ,  M A I I A M 
Contemporary Art Museum, and Nationalgalerie－ 
Staatliche Museen zu Berlin, initiated by the Goethe-
Institut. Its exhibitions are curated by June Yap, Anna-
Catharina Gebbers, Grace Samboh and Gridthiya 
Gaweewong.

Books on Higashiyama, Kaii. Tan Swie Hian Collection, National 
Library, Singapore. (Image Courtesy of Singapore Art Museum)

月報2月号でもご案内の通り、シンガポール日本商工会議所基

金では、2020年度に19の活動・プロジェクトへ寄付を行いま

した。その中から、今回はSingapore Art Museumが主催する

「'The Gift' 展示会」と、The RICE Company Limited (TRCL) 

が主催する「JCCI Digital Exchange」につきまして、ご紹介を

させて頂きます。

20 Aug to 7 Nov 2021

City Hall Wing, Level B1, The Ngee Ann Kongsi Concourse 
Gallery, National Gallery Singapore

Free for Singaporeans and Permanent Residents

What is in a gift?
From social act to cultural performance or philosophical 
concept, the apparently ordinary act of gifting is in fact 
ambivalent and paradoxical, and consequently a source of 
fascination, vexation and debate. Unlike the economic 
transaction, the gift is more than the object of its 
exchange. It is an embodiment of an expansiveness of 
spirit by the giver, that often obliges its receiver, and may 
even unintendedly become an onerous burden. 

Singapore Art Museum (SAM) exhibition, The Gift, is part 
of a broader project titled Collecting Entanglements and 
Embodied Histories that is developed as a dialogue 

between collections of four museums. The conversations 
extend into four related exhibitions that include artwork 
exchanges. This exploration of collections also uncovers 
histories of collecting－of gifts received, rare discoveries 
unearthed, and acknowledgements of significance. As 
with the gift, the value of these accumulated objects 
confer upon the collection stature and prestige, but also 
impose a duty of care and responsibility for these riches. 

Yet a gift may not necessitate reciprocation or result in 
obligation. Without a return, the receiver simply yields to 
the gift. After all, it is the asymmetrical condition of 
power and obligation that gives the gift its meaning. For 

Salleh Japar, 'Born out of Fire', 1993. 
(Image Courtesy of Singapore Art Museum)

連載第53回前年度寄付先団体紹介

The Gift – Collecting Entanglements and 
Embodied Histories

JC
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Installation view of 'The Gift' exhibition.
(Image Courtesy of Singapore Art Museum)
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it is not the gift itself but its performance of interrelation 
that binds the bodies it intertwines, leaving its trace in 
object and memory.

Ho Tzu Nyen, 'The Critical Dictionary of Southeast Asia - F for Fold' 
(detail), 2021. 
(Image Courtesy of Singapore Art Museum)

A gift is only a gift if it is entangled. 

Collecting Entanglements and Embodied Histories is a 
dialogue between the collections of the Singapore Art 
M u s e u m ,  G a l e r i  N a s i o n a l  I n d o n e s i a ,  M A I I A M 
Contemporary Art Museum, and Nationalgalerie－ 
Staatliche Museen zu Berlin, initiated by the Goethe-
Institut. Its exhibitions are curated by June Yap, Anna-
Catharina Gebbers, Grace Samboh and Gridthiya 
Gaweewong.

Books on Higashiyama, Kaii. Tan Swie Hian Collection, National 
Library, Singapore. (Image Courtesy of Singapore Art Museum)

Listen to the Japanese audio tours at:  
https://www.singaporeartmuseum.sg/art-events/
exhibitions/the-gift 

between collections of four museums. The conversations 
extend into four related exhibitions that include artwork 
exchanges. This exploration of collections also uncovers 
histories of collecting－of gifts received, rare discoveries 
unearthed, and acknowledgements of significance. As 
with the gift, the value of these accumulated objects 
confer upon the collection stature and prestige, but also 
impose a duty of care and responsibility for these riches. 

Yet a gift may not necessitate reciprocation or result in 
obligation. Without a return, the receiver simply yields to 
the gift. After all, it is the asymmetrical condition of 
power and obligation that gives the gift its meaning. For 

Salleh Japar, 'Born out of Fire', 1993. 
(Image Courtesy of Singapore Art Museum)

The Gift – Collecting Entanglements and 
Embodied Histories

Installation view of 'The Gift' exhibition.
(Image Courtesy of Singapore Art Museum)

Dolorosa Sinaga, 'Solidarity', 2000. 
(Image Courtesy of Singapore Art Museum)

Gabriel Barredo, 'One', 1999. 
(Image Courtesy of Singapore Art Museum)
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Children in Singapore, Japan, learn about each other’s cultures through tech-art workshop: JCCI 
Digital Exchange

Over the last few months, 15 students aged 10 to 16 from 
The Little Arts Academy (LAA) in Singapore and 16 
children aged six to 14 from the Misono-Kodomo-no-Ie 
Foster Home in Kanagawa, Japan have been participating 
in the JCCI Digital Exchange, organised by TRCL (The 
RICE Company Limited) and supported by Non-Profit 
Organisation Little Creators (NPO Little Creators).

The programme blends visual arts with technology, and 
included two combined Zoom sessions, several visual arts 
classes and a few technology-based classes. The children 
collaborated to produce a video with stop-motion 
elements for virtual reality viewing.

In the first session, focusing on visual arts, the children 
were encouraged to share about their respective cultures 
and festivals. Following the session, the children created 

artworks inspired by the traditional attire as well as 
landscapes and architecture of the two countries.

Japanese child drawing the traditional Kimono during the art session 
at the Misono-Kodomo-no-Ie foster home.

The second session focused on the various types of 
technology available for them to use alongside their 
artworks, such as Photoshop and other software. In this 

session, trainers from LAA taught stop-motion animation 
over Zoom.

The children from the
Misono Kodomo-no-ie went on to use their artworks to 
create stop- motion video sequences. The videos created 
were then sent over to the students in Singapore, who 
stitched together a complete video featuring stop-motion 
elements, ready for viewing through the use of virtual 
reality goggles.

Student in Singapore using virtual reality goggles to view the video

The JCCI  Digital  Exchange programme not only 
encouraged the blending of arts and technology, but also 
the exploration of other cultures.

The two combined Zoom sessions allowed the children 
from Singapore and Japan to interact with one another 
and share more about their country's culture. The artwork 
used for the video were inspired by these conversations.

LAA student Durrah Nasuha Shahril, 10, said “I’m glad 
that this exchange let me learn more about all the 
different places in Japan and their culture, while also 
creating art about it.”

Students also shared that they were excited to be able to 
learn more about techniques which support digital and 
tech art.

The programme came to a close on Saturday 28 August, 
and the children were able to watch their final work 
through virtual reality goggles.

The team at LAA and NPO Little Creators would like to 
extend our heartfelt thanks to JCCI Singapore Foundation 
for supporting this programme.

JCCI Singapore  Foundation

2-3基金_210924-2.indd   28 21.9.24   5:11:18 PM



JC
C
I月
報
2
0
2
1
年
1
0
月
号

デ
ー
タ
作
成
日
：
2
1
/0
9
/2
4
　
S
E-2
1

Children in Singapore, Japan, learn about each other’s cultures through tech-art workshop: JCCI 
Digital Exchange

artworks inspired by the traditional attire as well as 
landscapes and architecture of the two countries.

Japanese child drawing the traditional Kimono during the art session 
at the Misono-Kodomo-no-Ie foster home.

The second session focused on the various types of 
technology available for them to use alongside their 
artworks, such as Photoshop and other software. In this 

session, trainers from LAA taught stop-motion animation 
over Zoom.

The children from the
Misono Kodomo-no-ie went on to use their artworks to 
create stop- motion video sequences. The videos created 
were then sent over to the students in Singapore, who 
stitched together a complete video featuring stop-motion 
elements, ready for viewing through the use of virtual 
reality goggles.

Student in Singapore using virtual reality goggles to view the video

The JCCI  Digital  Exchange programme not only 
encouraged the blending of arts and technology, but also 
the exploration of other cultures.

The two combined Zoom sessions allowed the children 
from Singapore and Japan to interact with one another 
and share more about their country's culture. The artwork 
used for the video were inspired by these conversations.

LAA student Durrah Nasuha Shahril, 10, said “I’m glad 
that this exchange let me learn more about all the 
different places in Japan and their culture, while also 
creating art about it.”

Students also shared that they were excited to be able to 
learn more about techniques which support digital and 
tech art.

The programme came to a close on Saturday 28 August, 
and the children were able to watch their final work 
through virtual reality goggles.

The team at LAA and NPO Little Creators would like to 
extend our heartfelt thanks to JCCI Singapore Foundation 
for supporting this programme.

Children in Japan filming the stop-motion aspects of the video

Students exploring digital arts with VR Set

Letter from Misono-Kodomo-no-ie to JCCI
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シンガポール日本商工会議所
理事会議事録

第607回理事会　議事録

日　　時：2021年7月13日（火） 11：30 〜 12：00
方　　法：日本人会　2階　ボールルーム（オンライン参加あり）
出 席 者：�（日本人会）大島会頭、宇野、小野、草野、土橋、河野副会頭、清洲、河田、藤運営担当理事、神田、

小林（一）、佐々木、杉浦、仙波、中西、中條、酒井、大久保、菅原、平井、谷内、澤田理事、新居、
中西参与、久冨参与、清水事務局長

　　　　　�（オンライン）江口副会頭、小林（広）、福地運営担当理事、辻井、阿部、谷口、北村、小出、大杉、
高原、藤田、馬場、宮崎、宮本理事、渡邊監事 計41名

大島会頭が議長となって開会した。

議　　事：
1．前回（第606回）議事録
　 　大島会頭が前回（第606回）の議事録について諮ったところ、異議なく承認された。

2．審議事項
（1）理事の帰国・異動等に伴う後任理事の選任について
　 　大島会頭より、松藤、竹内、丸山各理事が理事職を辞任し、それぞれ江口大二郎氏（三井不動産（アジ

ア））、河野篤哉氏（みずほ銀行）、福地浩志氏（東芝アジア・パシフィック）を後任理事として選任するこ
とが提案され、理事に諮られたところ異議なく承認された。

（2）「SIEW（Singapore�International�Energy�Week）2021」への後援について
　 　Energy Market Authority主催によるイベント「SIEW（Singapore International Energy Week）2021」

について、後援名義付与の依頼があった。本イベントは、エネルギーの専門家、政策立案者、評論家が世
界のエネルギー分野における成功事例やソリューションを議論、共有するために毎年開催されるプラット
フォームであり、本年は10月25日から29日にかけて開催するものである。後援を行うことについて理事
に諮られ、異議なく承認された。

（3）「ジェトロ東南アジアM＆Aウェビナー」への後援について
　 　ジェトロ・シンガポール事務所の主催によるイベント「ジェトロ東南アジアM＆Aウェビナー」につい

て、後援名義付与の依頼があった。本イベントでは、シンガポールへ進出している日系企業を対象とし、
東南アジアにおけるM＆Aについて、公認会計士や弁護士から留意点などについて解説を頂くもので、8
月5日に開催を予定している。後援を行うことについて理事に諮られ、異議なく承認された。

（4）入退会について
　 　清水事務局長より4法人会員、3個人会員からの入会申請、4法人会員、5個人会員からの退会申請があっ

た旨説明され、諮られたところ異議なく承認された。これにより会員数は、法人会員726社、個人会員65
名、計791会員となった。
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3．報告事項
（1）会頭報告、最近および今後の主要行事・会合について
　 　大島会頭から7月7日に開催されたアセアン事務総長との対話について報告があった。

（2）部会・委員会からの報告
　 ・2021年度賃金調査について
　 　賃金調査委員会　宮本委員長より、7月15日に開催される「NWCガイドライン説明会」及び「2020年　

JCCI賃金調査結果報告会」について説明があった。

（3）大使館ならびにJETROからの報告・連絡事項
　 　ジェトロ・シンガポールの久冨所長より以下報告があった。
　 　「ジェトロ東南アジアM＆Aウェビナー（8月5日開催）」、「EPA FTA 講座（全3回シリーズ）（7月30

日、8月31日、9月30日開催）」、「ASEANにおける概念実証（PoC）の実践・実例（7月27日開催）」につ
いて説明があった。

（4）その他
　 　清水事務局長より、シンガポール在留邦人向けPCR検査支援事業の実施状況、JCCIビジネスマッチング

事業の実施について説明があった。

 以　　上
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シンガポール日本商工会議所　理事会議事録

Eメール送信サービスのご案内

シンガポール日本商工会議所では、広報支援サービスの一環として、会員企業へ各社の製品・サービスや 
事業をEメールでご案内頂くことができる下記「Eメール送信サービス」を実施しております。
各社、ご案内を希望される際には、ぜひご利用頂けますと幸いです。

記
＜サービス概要＞
費　用：S $200.00（1配信／ GST込み）※配信前に費用（小切手、銀行振込、もしくは現金）のお支払いを 
お願いいたします。
お支払い頂きました後、翌日から3営業日以内に配信いたします。
配信日・時間：平日（土・日・祝・休館日を除く）、9 〜 16時
配信数：約2,200通（2021年9月末現在）
その他：JCCI会員のみ利用可。

＜サービスご利用の流れ＞
①info@jcci.org.sg（担当： Doris）まで、本サービスのご利用希望の旨、ご連絡下さい。
②事務局より「お申込書及び請求書」をEメールで送付いたします。
③「お申込書及び請求書」に必要事項をご記入頂き、お支払の小切手とあわせて、ご返送下さい。
④ 配信用の原稿をテキスト、もしくはワードでお送りください。尚、PDFファイルを添付頂くことも可能で

すが、サイズは1.5MB以内にご調整下さい。（ファイルのサイズが大きいと受信頂けなくなる可能性がござ
います。）

⑤申込書のご提出及びお支払いが完了した時点で、テストメールをお送り致します。
⑥テストメールをご確認頂きました後、メール配信をさせて頂きます。

＜注意事項＞・ご利用の際には、「Standard Guidelines for use of JCCI Email Service」
（ https://www.jcci.org.sg/wp-content/uploads/2019/05/Standard-Guidelines-JCCI-E-mail-service.pdf ）
に同意頂く必要がございます。
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シンガポール日本商工会議所
入会承認会員一覧

＜入会承認会員一覧（2021年9月理事会）＞
    会　員　名 格付 備　考

AHT COOLING SYSTEMS ASIA PACIFIC
PTE LTD

［第二工業部会］

A
（法人）

Selling products related to cold chain
支店
設立登記：2021年1月
従業員数：7（派遣邦人1）

SHINKIN SINGAPORE PTE LTD

［金融・保険部会］

A
（法人）

Money-lending
現地法人（100%日本出資）
設立登記：2021年2月
従業員数：4（派遣邦人3）

LAC CO., LTD.

［法人サービス・IT部会］

B
（法人）

Service Centre (maintenance)
現地法人（100%日本出資）
設立登記：2019年11月
従業員数：7（派遣邦人3）

SELFEELING PILATES PTE LTD

［生活産業部会］

C
（法人）

人材育成・人材教育コンサルタント
現地法人（100%日本出資）
設立登記：2015年12月
従業員数：4（派遣邦人1）

Mr Shunsuke Ito
(KPMG SERVICES PTE LTD)

［法人サービス・IT部会］

D
（個人）

会計監査、税務申告、これらに関するアドバイ
ザリーサービス
現地法人（現地独立資本）
設立登記：1989年1月
従業員数：（現地邦人1）

最近の推移：
（’ １９年７月）８１９会員、（’ １９年９月）８１９会員、（’ １９年１０月）８２０会員、（’ １９年１１月）８３０会員、（’ １９年１２月）８３１会員、
（’２０年１月）８２７会員、（’２０年２月）８２４会員、（’２０年３月）８２３会員、（’２０年４月）８２４会員、（’２０年５月）８２３会員
（’ ２０年６月）８２２会員、（’ ２０年７月）８２１会員、（’ ２０年９月）８１３会員、（’ ２０年１０月）８１７会員、（’ ２０年１１月）８１３会員、
（’ ２０年１２月）８１５会員、（’ ２１年１月）８０５会員、（’ ２１年２月）８０１会員、（’ ２１年３月）８００会員、（’ ２１年４月）７９５会員、
（’ ２１年５月）７９６会員、（’ ２１年６月）７９３会員、（’ ２１年７月）７９１会員
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Eメールアドレス　ご登録・ご変更等のお願い

拝啓　時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素より弊所活動にご支援・ご協力を賜り、誠にありがとうございます。
　シンガポール日本商工会議所では、Eメールを通じて、セミナーや視察会の他、機関紙「月報」（電子版）
のご案内、JCCI基金活動のご紹介など、幅広い情報をお送りさせて頂いております。
法人会員の皆様におかれましては、複数の方のEメールアドレスをご登録頂き、事業へご参加頂けますと幸
いです。（何名様でもご登録頂けます。）
� 敬具

記
＜新規登録方法＞
・ご登録をご希望のEメールアドレスを、info@jcci.org.sgまでお送りください。
　メールの件名には「Eメール新規登録」とご記入下さい。

＜登録変更方法＞
・�現在、ご登録頂いているEメールアドレスと、新しく送付先にするEメールアドレスを、info@jcci.org.sg�
までお送りください。
　メールの件名には「Eメール登録変更」とご記入下さい。

＜登録削除方法＞
・削除を希望されるEメールアドレスを、info@jcci.org.sgまでお送りください。
　メールの件名には「Eメール削除希望」とご記入下さい。

＜本件担当＞　JCCI事務局（担当：Doris）　E-mail�:�info@jcci.org.sg　Tel�:�6221-0541
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シンガポール日本商工会議所
新規入会会員紹介

＜新規入会会員紹介＞

会社名（英） KPMG SERVICES PTE. LTD.（個人会員）

登録代表者名
（日・英）

伊藤 俊介
ITO Shunsuke 

所在地 16 Raffles Quay #22−00 Hong Leong Building, Singapore 048581

電話番号 9754−8932

事業内容 ASEAN地域におけるM&Aおよび不正・サイバーリスクへの予防・対応を支援します。

会社概要

KPMGは、監査、税務、アドバイザリーサービスを提供するプロフェッショナルファー
ムのグローバルネットワークであり、世界146の国と地域のメンバーファームに約
227,000名の人員を擁してサービスを提供しています。KPMGシンガポールは、1941年に
設立され約3,000名のスタッフを有するシンガポール最大級の会計系ファームの一つです。
この度、ASEAN地域における日系企業のM&A活動支援ならびに、不正リスクやサイ
バーセキュリティリスクへの予防・対応支援の責任者として赴任しました。これらの領域
にご関心がございましたら、ぜひお気軽にお声がけください。どうぞ宜しくお願い致します。

会社名（英） SELFEELING PILATES PTE. LTD.

登録代表者名
（日・英）

山本 ひとみ
YAMAMOTO Hitomi

所在地 545 Orchard Rd, #04−10 Far East Shopping Centre 238882

電話番号 8569−4903

事業内容 ピラティススタジオの運営・企業研修

会社概要

セルフィーリングピラティスはOrchardにある日系ピラティススタジオです。腰痛、肩
凝、ヘルニア、坐骨神経痛等のトラブルの改善レッスンの他、「椅子の座り方」や「身体
のセルフケア」等の企業研修、WSを行っております。業務効率化、社員の福利厚生など
にご利用ください。

会社名（英） SHINKIN SINGAPORE PTE. LTD.

登録代表者名
（日・英）

五十嵐 聡
IGARASHI Satoshi

所在地 8 Marina View, #15−07B Asia Square Tower 1 SINGAPORE 018960

電話番号 6360−9500

事業内容 信用金庫取引先の皆様方の東南アジアビジネス展開を支援いたします

会社概要

信金シンガポール株式会社は、信用金庫の中央機関である信金中央金庫100%出資の現地
法人として2021年2月に設立、同年7月に開業しました。「アジアの成長力を信用金庫と
ともに地域経済の未来に取り込む」というビジョンを掲げ、①信用金庫取引先の皆様方の
東南アジアビジネス展開の支援をはじめ、②信金中金の投融資機会の獲得、③金融イノ
ベーション活用ノウハウの吸収、④信用金庫業界の人材育成にも取り組んでおります。ご
関心ある方は是非ご一報下さい。
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シンガポール日本商工会議所
『新型コロナウイルスへの対応・対策』 アンケート　結果概要

『新型コロナウイルスへの対応・対策』 アンケート結果概要（抜粋）

＜調査概要＞
実施機関：シンガポール日本商工会議所、ジェトロ・シンガポール事務所
調査期間：2021年9月9日（木）〜 9月16日（木）
調査対象：シンガポール日本商工会議所　会員（791会員　※8月末時点会員数）
調査方法：アンケートの発送、回収ともEメール
有効回答数：223（有効回答率　28.2％）

回答件数
全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
全体回答件数 223件 （100%） 63件 （100%） 84件 （100%） 76件 （100%）
　うち製造業（販社を含む） 96件 （43%） 24件 （38%） 36件 （43%） 36件 （47%）
　うち非製造業 127件 （57%） 39件 （62%） 48件 （57%） 40件 （53%）

1. 就労ビザ
（１）7月以降、新規でEPの申請をされましたか。（複数回答）

全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

申請していない（申請対象者なし） 181件 （81%） 57件 （31%） 70件 （39%） 54件 （30%）
申請対象者がいるが断念した 1件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）
申請をして承認された 32件 （14%） 6件 （19%） 11件 （34%） 15件 （47%）
申請をしたが承認されなかった 2件 （1%） 0件 （0%） 0件 （0%） 2件 （100%）
申請をしたが結果待ちである 8件 （4%） 0件 （0%） 3件 （38%） 5件 （63%）

申請を断念された理由
VISA基準が厳しく、また申請方法含めて複雑になっていることから。

承認されなかった方のご役職や理由が分かればご記載下さい。
経験が給与に見合っていないとの理由。

（２）（申請をされた方のみ）7月以降、新規でEPの申請をされた際、申請してから結果連絡までどれくらい
の日数を要しましたか。（複数ご申請されている場合は、平均日数をご回答下さい。）
＜承認＞

全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

当日～ 3日 1件 （3%） 1件 （100%） 0件 （0%） 0件 （0%）
4 ～ 6日 3件 （9%） 0件 （0%） 1件 （33%） 2件 （67%）
7 ～ 13日 11件 （34%） 2件 （18%） 5件 （45%） 4件 （36%）
14 ～ 20日 8件 （25%） 1件 （13%） 3件 （38%） 4件 （50%）
21 ～ 27日 7件 （22%） 1件 （14%） 1件 （14%） 5件 （71%）
28日以上 2件 （6%） 1件 （50%） 1件 （50%） 0件 （0%）

＜非承認＞
全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
当日～ 3日 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
4 ～ 6日 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
7 ～ 13日 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
14 ～ 20日 1件 （50%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）
21 ～ 27日 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
28日以上 1件 （50%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）

（上記で「申請をしたが承認されなかった」と回答された方のみ）貴社のローカル比率（シンガポール人＋
PR）をご回答下さい。

全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

33％以下 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
34 ～ 50％ 1件 （50%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）
51 ～ 66％ 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
67％～ 80％ 1件 （50%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）
81％以上 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
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（３）7月以降、新規でDPの申請をされましたか。（複数回答）
全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
申請していない（申請対象者なし） 200件 （90%） 59件 （30%） 78件 （39%） 63件 （32%）
申請対象者がいるが断念した 1件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）
申請をして承認された 17件 （8%） 3件 （18%） 4件 （24%） 10件 （59%）
申請をしたが承認されなかった 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
申請をしたが結果待ちである 5件 （2%） 1件 （20%） 2件 （40%） 2件 （40%）

申請を断念された理由
新規のEP申請を断念したから。

（４）（申請をされた方のみ）7月以降、新規でDPの申請をされた際、申請してから結果連絡までどれくらい
の日数を要しましたか。（複数ご申請されている場合は、平均日数をご回答下さい。）
＜承認＞

全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

当日～ 3日 7件 （41%） 2件 （29%） 3件 （43%） 2件 （29%）
4 ～ 6日 6件 （35%） 0件 （0%） 1件 （17%） 5件 （83%）
7 ～ 13日 1件 （6%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）
14 ～ 20日 3件 （18%） 1件 （33%） 0件 （0%） 2件 （67%）
21 ～ 27日 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
28日以上 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）

＜非承認＞
全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
当日～ 3日 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
4 ～ 6日 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
7 ～ 13日 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
14 ～ 20日 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
21 ～ 27日 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）
28日以上 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%） 0件 （0%）

2. 出勤体制
（１）シンガポール政府は8月19日以降の職場安全規制について方針を変更し、在宅勤務ができる人の50%ま
ではオフィスへ出勤してもよいと変更しました。8月19日〜 9月7日までの、従業員の1週間の平均出勤率に
一番近いものをお選び下さい。（出勤率＝出勤した日数÷全労働日×100）※半日以下の出勤の場合は、出勤
した日数を0.5としてください。

全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

0 ～ 25％ 46件 （21%） 18件 （39%） 17件 （37%） 11件 （24%）
26 ～ 50％ 146件 （65%） 39件 （27%） 62件 （42%） 45件 （31%）
51 ～ 75％ 18件 （8%） 4件 （22%） 1件 （6%） 13件 （72%）
76 ～ 100％ 13件 （6%） 2件 （15%） 4件 （31%） 7件 （54%）

（２）シンガポール政府は9月8日以降、感染拡大抑制のため、職場での集まりや交流を禁止する等の措置を
開始しました。9月8日以降の従業員の1週間の予定平均出勤率に一番近いものをお選び下さい。（出勤率＝
出勤した日数÷全労働日×100）※半日以下の出勤の場合は、出勤した日数を0.5としてください。

全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

0 ～ 25％ 66件 （30%） 22件 （33%） 25件 （38%） 19件 （29%）
26 ～ 50％ 128件 （57%） 35件 （27%） 53件 （41%） 40件 （31%）
51 ～ 75％ 15件 （7%） 4件 （27%） 2件 （13%） 9件 （60%）
76 ～ 100％ 14件 （6%） 2件 （14%） 4件 （29%） 8件 （57%）

3. 外部との打ち合わせ
（１）8月19日〜 9月7日の期間、オフィスにて来訪者とのリアル面談に対応していましたか。

全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

はい 141件 （63%） 29件 （21%） 58件 （41%） 54件 （38%）
いいえ 82件 （37%） 34件 （41%） 26件 （32%） 22件 （27%）
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シンガポール日本商工会議所
『新型コロナウイルスへの対応・対策』 アンケート　結果概要

（はい）の場合、合計（貴社＋来訪者）で何名までの面談を可能としていましたか。
全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
2名 20件 （14%） 8件 （40%） 5件 （25%） 7件 （35%）
3名 26件 （18%） 8件 （31%） 16件 （62%） 2件 （8%）
4名 20件 （14%） 5件 （25%） 8件 （40%） 7件 （35%）
5名 62件 （44%） 7件 （11%） 26件 （42%） 29件 （47%）
6名 2件 （1%） 0件 （0%） 0件 （0%） 2件 （100%）
7名 2件 （1%） 1件 （50%） 0件 （0%） 1件 （50%）
8名 1件 （1%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）
10名 1件 （1%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）
会議室の広さによる 5件 （4%） 0件 （0%） 2件 （40%） 3件 （60%）
特に制限なし 1件 （1%） 0件 （0%） 1件 （100%） 0件 （0%）
回答なし 1件 （1%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）

（２）9月8日以降、オフィスにて来訪者とのリアル面談に対応していますか。
全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
はい 84件 （38%） 21件 （25%） 34件 （40%） 29件 （35%）
いいえ 139件 （62%） 42件 （30%） 50件 （36%） 47件 （34%）

（はい）の場合、合計（貴社＋来訪者）で何名までの面談を可能としていますか。
全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
2名 15件 （18%） 7件 （47%） 4件 （27%） 4件 （27%）
3名 15件 （18%） 6件 （40%） 7件 （47%） 2件 （13%）
4名 14件 （17%） 4件 （29%） 6件 （43%） 4件 （29%）
5名 31件 （37%） 3件 （10%） 15件 （48%） 13件 （42%）
6名 1件 （1%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）
7名 1件 （1%） 1件 （100%） 0件 （0%） 0件 （0%）
8名 1件 （1%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）
会議室の広さによる 3件 （4%） 0件 （0%） 2件 （67%） 1件 （33%）
特に制限なし 1件 （1%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）
回答なし 2件 （2%） 0件 （0%） 0件 （0%） 2件 （100%）

4. MOMによる査察状況
（１）7月1日以降、MOMによるオフィスや工場等の査察を受けましたか。

全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

はい 16件 （7%） 1件 （6%） 7件 （44%） 8件 （50%）
いいえ 207件 （93%） 62件 （30%） 77件 （37%） 68件 （33%）

（はいの場合）具体的に
工事現場における衛生環境の査察があったが、指摘事項なし。
40分の査察で、職場の感染対策についてのチェックがあり、セーフディスタンスの確保についてのアドバイスを受けた。
工場の就業者へ実施している感染防止策の内容などがチェックされた。その結果、工場内においてSafeDistancingを確保す
るための立入り禁止スペースの明示などを指導された。
30分程の査察。SMMの内容チェック、備品（マスクやサニタイザーなど）のチェック、会議室や応接室、デスク、パント
リーなどをチェック（SafeDisatancing）、写真撮影。
MyCareerFutureに広告されたポジション（現地採用）の詳細についてTAFEPより監査中。応募者の詳細、面接内容、なぜ
採用しなかったなど、詳細を回答するように現在も進行中。
4時間の査察。全般的なチェックの他に、SMOや責任者を退出させて上で出勤社員への個別ヒアリング実施。在宅勤務が出
来ない理由等を確認していた。

5. 日本人の赴任・再入国などの移動規制
（１）8月以降、就労パス／帯同ビザの申請や入国許可申請の受付が開始されています。現時点で、国境間の
移動規制により、日本から赴任、再入国出来ていない駐在員の方はいますか。

全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

いる 47件 （21%） 9件 （19%） 16件 （34%） 22件 （47%）
いない 176件 （79%） 54件 （31%） 68件 （39%） 54件 （31%）
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（「いる」の場合のみ）赴任できていない駐在員
全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
1名 27件 （57%） 5件 （19%） 7件 （26%） 15件 （56%）
2名 5件 （11%） 0件 （0%） 3件 （60%） 2件 （40%）
3名 3件 （6%） 0件 （0%） 3件 （100%） 0件 （0%）
4名 1件 （2%） 0件 （0%） 1件 （100%） 0件 （0%）
7名 1件 （2%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）

（「いる」の場合のみ）赴任できていない帯同家族
全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
1名 3件 （6%） 1件 （33%） 1件 （33%） 1件 （33%）
2名 4件 （9%） 1件 （25%） 1件 （25%） 2件 （50%）
3名 6件 （13%） 0件 （0%） 1件 （17%） 5件 （83%）
4名 1件 （2%） 0件 （0%） 1件 （100%） 0件 （0%）
5名 3件 （6%） 0件 （0%） 1件 （33%） 2件 （67%）
9名 2件 （4%） 0件 （0%） 1件 （50%） 1件 （50%）

（「いる」の場合のみ）再入国できていない駐在員
全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
1名 9件 （19%） 4件 （44%） 2件 （22%） 3件 （33%）
2名 2件 （4%） 2件 （100%） 0件 （0%） 0件 （0%）
3名 1件 （2%） 0件 （0%） 0件 （0%） 1件 （100%）

（「いる」の場合のみ）再入国できていない帯同家族
全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
1名 3件 （6%） 1件 （33%） 0件 （0%） 2件 （67%）
2名 2件 （4%） 1件 （50%） 0件 （0%） 1件 （50%）

（「いる」の場合のみ）
駐在員が赴任、再入国出来ないことにより、当地や周辺国での事業に大きな影響が生じていますか。

前任者が帰国できない。定年延長終了後もしばらく在籍予定。前任者の帰国時期が不明。帰国後の予定もたたない。
シンガポールで統括業務を行っている為、近隣国への出張が出来ず大きな影響が生じている。
人員が足りておらず、既存駐在員に大きな業務負荷がかかっており、健康への影響も懸念される状況。
現在のところ事業に大きな影響はないが、9月以降入国申請が困難になっており、人事異動を予定通り行えない状況になら
ないか懸念している。
製造現場での確認や立ち会いが必要な仕事ができていない。

6. 人材の削減
（１）4月以降、駐在員やローカルスタッフの人員削減を行いましたか。また、削減を予定していますか。（複
数回答）

全体 1 ～ 10人 11人～ 50人 51人以上
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

駐在員を削減した 15件 （7%） 3件 （0%） 6件 （0%） 6件 （0%）
駐在員を削減予定 8件 （4%） 1件 （13%） 2件 （25%） 5件 （63%）
ローカルスタッフを削減した 11件 （5%） 2件 （18%） 4件 （36%） 5件 （45%）
ローカルスタッフを削減予定 7件 （3%） 2件 （29%） 4件 （57%） 1件 （14%）
いずれも該当なし 192件 （86%） 58件 （30%） 72件 （38%） 62件 （32%）

（「駐在員を削減した」「駐在員を削減予定」を選択した場合）  
駐在員を削減する理由、削減するにあたっての課題について、ご記入下さい。

現地化。当地における業務の合理化、オフショア化。
シンガポールに駐在していてもWFHが長期間となっている。そのため、業務を見直しWFTokyoを検討中。
シンガポール政府のシンガポーリアンコアの方針に従うため、またWatchlist入りを防ぐためやむを得ず駐在員ポジション
を減らしている。ただ本社と日本語でやり取りする業務は削減できないため、残りの駐在員の負担が増える。この方針で今
後うまくいくかどうかについて多少不安はある。
製造工場を閉鎖し、その分の専従要員を削減した。シンガポールの拠点維持コストが効果に見合わなくなってきていたた
め、コロナ以前から計画していたことであり、たまたまコロナと時期が重なった。
事業再編。不要人員の削減。
新規のEP取得が厳しいため削減しています。比較的独立した製造部門は問題ありませんが、営業部門については言葉の問
題で東京本社とのコミュニケーションが課題となっています。
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シンガポール日本商工会議所
『新型コロナウイルスへの対応・対策』 アンケート　結果概要

（「ローカルスタッフを削減した」「ローカルスタッフを削減予定」を選択した場合）駐在員を削減する理由、
削減するにあたっての課題について、ご記入下さい。

契約条件に基づく終了。
コスト削減に関する本国からの強い指示に対して、人件費以外のできうる削減は完了しており、人件費以外に削減要因がな
くなってしまった。
担当事業の業績不振。
整理解雇ではなく、パフォーマンス不足による解雇。
会社の部門削減や規模縮小により、純粋な人員余剰、および一部のローカル社員のオーバースペックなスキルが必要でなく
なったことと雇用し続ければ高賃金を支払い続けなければならないこと。解雇を進めるにあたり、MOMへのクレームなど
回避したいが良い方策が見当たらない。
Covid-19とは関係なく業績評価を理由に雇用計画を終了した。現在の業務量では補充が不要な為当面は人員削減となった。

7. その他
（１）当地への赴任に際し、家族等の生活含め、各社で直面している課題等あればご記入下さい。

日本からの新規入国申請が受け付けてもらえず、赴任者の予定が立てられない状況が続いている。同様の理由で駐在員やそ
の家族が日本への一時帰国を断念せざるを得ない状況が続いており、ドイツ、ブルネイとの間で実施しているVTLを日本と
の間でも実施されることを希望する。
一時帰国（出国）をしても入国許可が下りない可能性があり、出国できない。人事異動の検討に関して、EP、DP問題や入
国許可等に懸念があり、異動計画を立てることが困難。
ペット犬同伴で赴任予定者の手続き。
渡航の際に求められるワクチン接種証明書の発行が自治体によってはかなり時間が掛かり入国までに間に合わないケースがあった。
日本へ一時帰国ができないことで家族のストレス。
自己手配でのSHNが可能となったので、会社として認める動きはあるが、万が一規則を守らなかった場合のリスクが高い（自宅
での隔離が可能な場合、ホテルほど目が届かず、外に出られてしまったり、差し入れ時に中に入ってしまったりしないか）。
双方の国で隔離政策が続けば一時帰国が難しい。
シンガポールの自国民活用方針により、外国人（駐在員）雇用のハードルが際限なく上がっていくことには大きな懸念があ
ります。ローカル採用で置き換えようにも、レベルの高い人材採用は困難、かつレベルに妥協しても、非常に人件費が高
く、見合わない。
赴任スケジュールに関しての日本側との温度差。
単身赴任者が長期にわたって一時帰国できず、日本の家族ともども精神的に負担になっている。一時帰国ができないことに
よる単身若年社員の日本への帰任希望の増加。往来制限による子息の進学時の学校見学等への支障。

（２）その他、ビジネス面において、各社で直面している課題などがあれば、ご記入下さい。
顧客訪問できず新規開拓ができていない。
対面営業の制限、製品トラブル発生時等における現場対応への制限、サプライヤーに対する品質管理指導や監査への制限。
副反応の関係でワクチンを受けられない人への対応、メンタル面での対応。
日本又はシンガポールの感染状況により、入国の可否が流動的である為、国外へ出られない状態が続く。海外に居る必要性
が解らなくなっている。
マレーシアの状況が深刻、操業停止や操業減の影響で調達難に陥っている。
EP発給の厳格化により、若手社員の派遣がいよいよ難しくなってきていると感じています。シンガポールへ事業移管を考
えているのですが、移管を行う人財の派遣が難しく苦慮。
外国人作業員不足や工事遅延に対する給与・経費負担増。政府支援内容の煩雑さ。（机上構想による実際とのギャップ）。外
国人作業員費用の高騰、銅や鉄に関する材料費の高騰。
周辺国への自由な移動ができておらず、またEP申請の厳格化、外国人減少によるシンガポール人比率増加による人件費増
など、シンガポールに地域拠点を置くメリット・意義が小さくなりつつある。
国境が開かないため新規採用が出来ず、受注に追いつくことができない。何か打開策はないか。
ワクチン接種済者に対しても14日間の隔離があり、ビジネス往来が難しい状態が続き、対応に苦慮。
今後もオフィスを維持すべきか、思い切って縮小すべきか悩んでいる。
一人でも感染者を発生させれば、オフィスでの業務に多大な影響がでる規制になった。会社側からすればロックダウン時に
近い出勤体制を強いることになる。
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シンガポール日本商工会議所
他国日本商工会議所紹介

名称（日・英） ソウルジャパンクラブ
Seoul Japan Club

住所 12th Floor, Young Poong Bldg., 41 Cheonggyecheon-ro, Chongro-ku, Seoul 03188

会員数 法人351社、個人1,297名
（2021年9月現在） 設立年 1997年

TEL +82－2－739－6962－3 E-mail sjchp@sjchp.co.kr

事務局からの一言

　ソウルジャパンクラブ（SJC）は1997年に3つの日系団体（ソウル日本人会・ソウル
日本商工会・JV会）の統合で設立された韓国内最大の日本人コミュニティーです。

〇ソウルジャパンクラブの主な活動〇
　SJCでは、（1）会員相互の親睦ならびに会員の啓発および福祉の向上、（2）日韓両
国民の親善への寄与および韓国社会への貢献、（3）日韓両国の経済関係の円滑な発
展の促進の3つを目的に幅広い幅広く事業を展開しています。

　法人会員は商社、金融、運輸・サービス、電子、電機、機電、化学、生活関連の
各業種分野ごとに交流・情報共有を行っているほか、業種分野横断的な活動として、
韓国政府への建議事項提出、法案に対する意見書提出、セミナー・勉強会の開催、
ソウル日本人学校の設立・支援や各種文化イベントの開催など、日韓の親睦や日韓
の経済・社会への貢献に資する様々な活動を展開しています。

〇コロナ禍での活動〇
　2020年2月以降の韓国国内での新型コロナウィルス感染拡大にともなう韓国政府に
よる防疫措置により、対面での多くのイベントが中止を余儀なくされましたが、 
会議やセミナー等はオンライン化により数多く開催しております。2020年11月より
感染者数が高水準で推移を続ける中、バス旅行やスポーツ大会などの個人向けイベ
ントは実施がなかなかできない状況が続いておりますが、2021年4月にオンラインを
駆使して行った歴史巡見街歩きツアーや、現在検討を行っているオンラインでの韓
国料理体験教室など、防疫ルールの範囲内で安全性を確保しながら少しずつ実施し
ております。2020年6月には、SJCと釜山日本人会の会員向けに日韓の渡航に関する
緊急アンケートを行い、その結果を踏まえて日韓両政府に要望書を提出しました。
また、日韓ビジネストラック開通時には会員向けの説明会を開催するなど、在韓日
本大使館との連携により新型コロナウィルス関連の各種情報を随時発信しています。

他国日本商工会議所紹介、
最近の動向

このページでは、各地の在外日本商工会議所等から、
現地の活動概要などに関する情報をお届けします。
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October, 2021

〇名前：佐藤 紀之（さとう のりゆき）
〇出身地：大阪府吹田市
〇在星暦：3年10 ヶ月（2017年11月〜）
〇会社名：KAJIMA OVERSEAS ASIA PTE LTD
〇 仕事内容：アジア建設事業統括法人の営業として管下8 ヵ国（シンガポール、

ベトナム、マレーシア、タイ、インドネシア、フィリピン、インド、ミャンマー）
の統括管理

〇趣味：ゴルフ、ウォーキング
〇シンガポールのお気に入り：安全、多様な食文化
〇読者の皆様へ：時節柄くれぐれも健康にお気をつけ下さい。

編集後記

　JCCI月報10月号をご覧いただき、ありがとうございます。今月も様々な
ジャンルの記事を掲載しておりますが、お楽しみいただけましたでしょうか。
　私は2020年9月にシンガポールに参りましたので、来星から早1年が経ちま
した。この1年を思い返してみても、新型コロナウィルス感染対策に対する規制
と緩和を繰り返しております。来星時はここまでの長期戦になるとは想像して
おりませんでしたし、感染対策をもってしても抑えきれないウィルスの強さに
不安を覚えます。
　この厳しい環境下で、新たな気づきや発見を得られた方、新しい環境に適応
するためにいろいろと創意工夫をされている方が多いのではないでしょうか。
私自身、渡航前の日本で一回目の緊急事態宣言を経験しました。小売店・飲食
店の多くがクローズし、在宅勤務がデフォルトとなり、それまでの自由な外出
生活から一転、多くの時間を家で過ごすこととなりました。当初は時間を持て余すのではと思っておりましたが、遠方の友人や元同僚と
オンライン飲みを楽しんだり、在宅勤務を快適に過ごすために家具を変えてみたり、断捨離や大掃除をしてみたりと、環境が変われば、
人はそれに順応しようとするものなのだなと気づかされました。現在、私は損害保険の会社に勤めております。「人がケガや病気をした際
の治療費、車や家等の物が壊れた際の修理費をお支払いするのが損害保険」というイメージを持たれている方が多いかもしれませんが、
最近では目に見えにくいリスクに対する保険・事故防止対策についてご提案する機会も増えております。例えば、「在宅勤務やPCを通じ
た業務の増加により生じるサイバーリスクに対する保険やサービス」、「職場内でクラスターが発生し事業の停止を迫られた場合の事業継
続計画の策定」、「従業員との雇用関係のトラブルやハラスメントへの対策」等、今回の環境の変化は日常に潜むリスクにも大きな変化を
与えており、私たちがご提供する商品やサービスにも影響を与えております。
　8月末にはシンガポール内のワクチン接種率が80％を超えました。しかし各所でクラスターが発生し、依然感染者数の増加が続いてお
ります。最近では世界の国々を見ても、ウィルスとの共存の道を選択する国が増えてきている印象です。日々変わる状況の変化に適応し
ながら、少しずつでも、オフラインでの社会活動やイベントの再開、マスクオフでの外出、自由な海外の往来等、選択肢にあふれた日常
が戻ってくることを願っております。
　最後になりますが、今月号の執筆者の皆様、ご多用のところご執筆いただき誠にありがとうございました。また、読者の皆様からのご
感想やご意見もお待ちしております。来月号以降も どうぞよろしくお願い申し上げます。
 （編集後記担当：TOKIO MARINE INSURANCE SINGAPORE LTD. 中谷 舞）

発行
JAPANESE CHAMBER OF COMMERCE & INDUSTRY, SINGAPORE
10 Shenton Way #12- 04/05 MAS Building Singapore 079117
Tel: 6221 - 0541   Fax: 6225 - 6197
E- mail: info@jcci.org.sg　Web: http://www.jcci.org.sg

編集
TOUBI SINGAPORE PTE.LTD.
138 Robinson Road #18-03 Oxley Tower Singapore 068906
Web: http://www.toubi.co.jp/

印刷
adred creation print pte ltd 
Blk 12 Lorong Bakar Batu #01-01 Singapore 348745
Tel: 6747 - 5369   Fax: 6747 - 5269
Web: http://www.adredcreation.com/

〇名前：中谷 舞（なかたに まい）
〇出身地：東京都世田谷区
〇在星暦：1年（2020年9月〜）
〇会社名：TOKIO MARINE INSURANCE SINGAPORE LTD.
〇仕事内容：日系企業様に対する保険商品・事故防止サービスのご提案・ご提供
〇趣味：ゴルフ、旅行、食べ歩き
〇 シンガポールのお気に入り：年中暖かいところ、安心・安全なところ、多様

な文化
〇 読者の皆様へ：今月号が少しでも皆様の新たな気づき・発見につながりまし

たら幸いです。今後もご愛読のほどよろしくお願い致します。

左：佐藤　右：中谷

＜2021年11月号月報　掲載予定記事一覧＞
① 緊密さを増す中国とASEANの経済関係 

－中国企業のASEAN展開から、日本の事業機会を考える－ 
MITSUI & CO. (ASIA PACIFIC) PTE. LTD.　岡野 陽二

② 変化する海外拠点の位置付け 
～製造＆イノベーション拠点としてのベトナムの理解～ 
CORPORATE DIRECTIONS, INC.　小川 達大、長野 翔太

③ withコロナで見直すべき健康・安全対策のポイント 
INTERNATIONAL SOS　福間 芳朗、野村 亜希子

④ コロナ禍で心身の健康を保つための習慣について 
BLK.ASIA PTE. LTD.　伊田 拓人

※ タイトル及び記事内容については、執筆者の都合により変更される場合が 
あります。
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日本・アジアをつなぐワンストップの法律の
プラットフォームを創造する

One Asia Lawyers Group ／
弁護士法人OneAsia

　アジアの経済発展や人口増加等に伴い、アジア各国

に展開する日本企業が増加を続けています。One Asia 

Lawyers Groupは、東南アジア・南アジアなどのアジ

ア各国の法律情報を、ワンストップでシームレスに提供

するために設立された法律事務所グループです。当グ

ループは、現在、日本国内（東京・大阪）の他に、ブ

ルネイを除く全てのASEAN加盟国、インドを中心とし

た南アジア各国、そしてオーストラリア、ニュージーラン

ド、イギリスの19か国にオフィスを展開しています。そ

して、それぞれのオフィスに日本法弁護士・専門家を配

置し、現地の法律事務所と緊密に提携しながら、アジア

太平洋地域に展開する日本企業にワンストップのリーガ

ルサービスを提供しています。

　One Asia Lawyers Groupの特徴は、アジア各国

アジアの法律アドバイスをワンストップで提供

の現地に根付いたリーガスサービスの提供です。例え

ば、当グループのシンガポールにおいては、日本法・シ

ンガポール両資格を有する、シンガポール裁判所で代

理が可能な日本人弁護士が揃っており、タイ・ベトナム・

ラオスなどの英語が公用語ではない法域においてはタイ

語・ベトナム語・ラオス語などの現地言語にも堪能で、

在住経験が長い経験豊富な日本人専門家が揃っておりま

す。さらに各国の日本人メンバーは現地において10年

以上居住したメンバーもいるなど、アジア現地における

法律実務、商習慣に精通した専門家が現地に根付いた

プラクティカルなアドバイスを提供しています。そして、

そのネットワークを活かして、日本本社、シンガポール

やタイの統括会社にワンストップのリーガルサービスを提

供しています。

One Asia Lawyers Groupのシンガポール事務所はFocus Law Asia LLCです。Focus Law Asia LLCにおいては、日本法弁護士で初めてシンガ
ポール法資格を取得した弁護士をはじめ経験のある日本人弁護士などのジャパンデスクおよそ10名、シンガポール人弁護士等も合わせて総勢およそ25名に
て、シンガポールにおける様々なリーガルニーズに対応しております。

One Asia Lawyers Group：Focus Law Asia LLC　
Address：16 Raffles Quay #16-04 Hong Leong Building Singapore 048581　　　info@oneasia.legal 

弁護士・スタッフ数：約300名（シンガポール
23名、タイ19名、マレーシア10名、インドネ
シア13名、ベトナム22名、フィリピン20名、
カンボジア38名、ラオス7名、ミャンマー 20
名、 南アジア25名、オーストラリア・ニュー
ジーランド60名、東京40名、大阪9名）

所在地：東京都千代田区霞が関3-2-5　
　　　　霞が関ビルディング31階
電話番号：03-6550-9000
ウェブサイトアドレス：https://oneasia.legal/
メールアドレス：info@oneasia.legal　

One Asia Lawyers Groupはアジア各国の

リーガルアドバイスを、シームレスに、ワン・

ストップで提供するために設立された日本で

最初のアジア法務特化型の法律事務所です。

2020年10月にはオーストラリア・ニュージー

ランドオフィスを開設しています。

One Asia Lawyers Group ／
弁護士法人One Asia
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